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◉市政一般質問 17名の議員が登壇し、新庁舎建設などについて議論
◉平成31年度一般会計予算を可決

表紙の写真は、大村公園（二重馬場）の桜並木です。

大村市議会では、本市の特色ある事業や取り組みについて、全国各地の議会からの行政視察の受入れを行っています。2

月から4月までの受入れ状況は、下記のとおりです。（平成31年4月30日現在）

※紙面上の年号表記について

本紙は、新元号公表以前の平成31年３月定例会に
おける発言を基に編集しているため、令和元年
（2019年）５月以降の年号についても、「平成」のま
まで表記しています。あらかじめご了承願います。

ＹｏｕＴｕｂｅで本会議の模様を視聴できます！
ＹｏｕＴｕｂｅによる視聴はこちらから→

＊人数は、議員、理事者、議会事務局随行も含む

三浦議長（写真左端）は、関係者とともに、
国土交通省の池田道路局長に要望書を手渡しました。

月日 議会名 委員会・会派名 人数 内容

●産業支援センター運営事業と創業塾について

●救急車への医師同乗システム（ＥＭＴＡＣ）について

●不登校対策について

2月4日、5日

4月17日

千葉県
松戸市議会

三重県
津市議会

まつど自民

至誠会、津市民の会

８人

２人

３月議会での注目すべき点は、新市庁舎建設とＶ・ファーレン長崎との交渉であると思われる。特に、

Ｖ・ファーレン長崎の練習場を大村市に造るべきなのか否かについては、一般質問においても熱い議論が交わさ

れた。千載一遇のチャンスなのか、無謀な取り組みなのか。議員の意見も、２つに大きく分かれているように思え

るが、果たして、どのような結末を迎えることになるのか、どのような決断を下すことになるのか。いずれにして

も、大村市の将来に関わる重要な問題であると思われるので、市民の皆さまにも注視いただき、それぞれの率直

な意見をお寄せいただくよう切にお願い申し上げます。（山口 弘宣）

この広報紙は、
植物油インキを
使用しています。

岩永 愼太郎　　　　　　井上 潤一

神近 寛　野島 進吾　宮田 真美　城 幸太郎　水上 享　山口 弘宣

委員長

委員

副委員長

市政一般質問や定例会の内容など、もっと詳しく知りたい方は

大村市議会のホームページをご覧ください。
編集・発行 大村市議会
大村市玖島1丁目25番地

TEL.0957-52-3828大村市議会 検索

編集後記

国道34号大村諫早拡幅の整備促進に向けた
要望活動を行いました

平成31年２月15日（金）、三浦議長は、園田市長ほか関係者とともに、国土交

通省及び地元選出国会議員に対して、国道34号大村諫早拡幅の整備促進に向

けた予算確保を求める要望活動を行いました。

他の議会からの行政視察受入れ一覧

12月

3月

9月

6月今回の定例会は
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3月定例会

　
約
４
億
５
，
３
０
０
万
円
を
減
額
す
る

平
成
30
年
度
の
一
般
会
計
補
正
予
算
を
可

決
し
ま
し
た
。

　
委
員
会
で
の
主
な
審
査
内
容
は
、
次
の

と
お
り
で
す
。

＊
プ
レ
ミ
ア
ム
付
商
品
券
事
業

〔
概
要
〕

　
国
の
補
正
予
算
を
活
用
し
て
、
低
所
得

者
・
子
育
て
世
帯（
０
〜
２
歳
児
）を
対
象

に
プ
レ
ミ
ア
ム
付
き
商
品
券
の
販
売
を
行

う
も
の

〔
補
正
額
〕７
２
３
万
２
，
０
０
０
円

　
　
　
　
　 

（
参
考
：
平
成
31
年
度
当
初
予
算
額

             

１
億
４
，
３
５
７
万
２
，
０
０
０
円
）

〔
審
査
内
容
〕

商
品
券
の
使
途
に
制
限
は
あ
る
の

か
。

国
か
ら
示
さ
れ
た
実
施
要
領
に
よ

れ
ば
、
消
費
税
率
引
き
上
げ
直
後

の
一
定
期
間
の
消
費
に
つ
な
げ
る
と
い
う

趣
旨
で
あ
る
た
め
、
資
産

形
成
を
目
的
と
し
た
も
の

や
公
営
ギ
ャ
ン
ブ
ル
な
ど

に
は
使
用
で
き
な
い
よ
う

に
な
っ
て
い
る
。

　
大
村
市
廃
棄
物
の
処
理
及
び
清
掃
に
関

す
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
な

ど
、
６
件
の
条
例
改
正
案
を
可
決
し
ま

し
た
。

　
委
員
会
で
の
主
な
審
査
内
容
は
、
次
の

と
お
り
で
す
。

＊
大
村
市
廃
棄
物
の
処
理
及
び
清
掃
に

　関
す
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例

〔
概
要
〕

　
廃
棄
物
の
処
理
及
び
清
掃
に
関
す
る
法

律
施
行
規
則
の
改
正
に
伴
い
、
一
般
廃
棄

物
処
理
施
設
の
技
術
管
理
者
の
資
格
に
関

す
る
規
定
に
、
学
校
教
育
法
の
改
正
に
よ

り
設
置
が
認
め
ら
れ
た
専
門
職
大
学
の
前

期
課
程
の
修
了
者
を
加
え
る
も
の

〔
審
査
内
容
〕

県
内
に
専
門
職
大
学
に
該
当
す
る

大
学
は
あ
る
の
か
。

専
門
職
大
学
は
、
福
祉
や
観
光
な

ど
の
特
定
の
職
業
の
プ
ロ
フ
ェ
ッ

シ
ョ
ナ
ル
を
育
て
る
本
年
４
月
以
降
に
新

た
に
開
設
さ
れ
る
大
学
で
あ
る
た
め
、
県

内
に
は
恐
ら
く
な
い
。

＊
大
村
都
市
計
画
下
水
道
事
業
受
益
者
負

担
に
関
す
る
条
例
及
び
大
村
市
農
業
集

落
排
水
事
業
分
担
金
徴
収
条
例
の
一
部

を
改
正
す
る
条
例

〔
概
要
〕

　
公
共
下
水
道
事
業
計
画
区
域
の
拡
大
に

伴
い
、
都
市
計
画
区
域
外
で
あ
る
新
工
業

団
地
、
松
原
地
区
及
び
東
大
村
地
区
の
一

部
に
お
い
て
新
た
に
公
共
下
水
道
の
受
益

者
分
担
金
を
賦
課
す
る
と
と
も
に
、
所
要

の
条
文
整
理
を
行
う
も
の

〔
審
査
内
容
〕

松
原
地
区
及
び
東
大
村
地
区
の
一

部
に
お
い
て
、
公
共
下
水
道
が
い

つ
整
備
さ
れ
る
の
か
。

平
成
35
年
度
中
に
整
備
を
完
了
す

る
予
定
で
あ
る
。

　
工
事
請
負
契
約
の
変
更
に
つ
い
て
な

ど
、３
件
の
議
決
議
案
を
可
決
し
ま
し
た
。

　
委
員
会
で
の
主
な
審
査
内
容
は
、
次
の

と
お
り
で
す
。

＊
工
事
請
負
契
約
の
変
更
に
つ
い
て

〔
概
要
〕

　
長
崎
県
立
・
大
村
市
立
一
体
型
図
書
館

（
ミ
ラ
イ
ｏ
ｎ
）に
併
設
す
る
大
村
市
歴
史

資
料
館（
仮
称
）の
展
示
工
事
に
係
る
工
事

請
負
契
約
に
つ
い
て
、
竣
工
期
限
を
平
成

31
年
３
月
29
日
か
ら
同
年
８
月
30
日
に
延

長
す
る
も
の

〔
審
査
内
容
〕

竣
工
期
限
を
延
長
し
た
理
由
に
つ

い
て
尋
ね
る
。

同
工
事
と
図
書
館
へ
の
図
書
搬
入

等
の
作
業
の
期
間
が
重
複
し
、
工

事
の
実
施
に
支
障
を
来
す
た
め
、
当
該
作

業
の
終
了
後
に
展
示
工
事
を
行
う
よ
う
に

工
程
を
変
更
し
た
た
め
で
あ
る
。

　
３
件
の
陳
情
書
が
提
出
さ
れ
、
所
管
の

常
任
委
員
会
で
検
討
し
協
議
を
行
い
ま
し

た
。

●
全
国
知
事
会
の「
米
軍
基
地
負
担
に
関

す
る
提
言
」の
主
旨
に
基
づ
い
て
、
地

方
自
治
の
根
幹
を
脅
か
す
日
米
地
位
協

定
の
見
直
し
を
国
に
求
め
る
意
見
書
を

提
出
す
る
事
を
求
め
る
陳
情

●
玉
ノ
海
梅
吉
生
誕
地
の
顕
彰
碑
移
設
に

つ
い
て
の
陳
情

●
奥
山
等
の
ス
ギ
・
ヒ
ノ
キ
放
置
人
工
林

を
、
森
林
環
境
譲
与
税(

仮
称)

で
順
次

計
画
的
に
皆
伐
を
進
め
、
天
然
林
に
戻

す
こ
と
を
求
め
る
陳
情

補
正
予
算

条
例

陳
情

低
所
得
者
・
子
育
て
世
帯
を
対
象
に
、

プ
レ
ミ
ア
ム
付
き
商
品
券
を
販
売
し
ま
す

議
決

大
村
市
歴
史
資
料
館（
仮
称
）に
係
る

工
事
請
負
契
約
を
変
更
し
ま
し
た

中
心
市
街
地
複
合
ビ
ル
に

移
転
し
た
社
会
福
祉
協
議
会
を

訪
問
し
ま
し
た

公
共
下
水
道
事
業
計
画
区
域
が

拡
大
さ
れ
ま
す

厚
生
文
教
委
員
会

厚
生
文
教
委
員
会

経
済
建
設
委
員
会

総
務
委
員
会

ＱＡ

ＱＡ

ＱＡ

ＱＡ

平成30年度の補正予算のほか、平成31年度の一般・特別・企業会計の当初予算、条例改正など、
25議案を可決しました。また、請願については１件を不採択としました。

　
厚
生
文
教
委
員
会
は
、
大
村
市
社
会

福
祉
協
議
会
を
訪
問
し
、
障
が
い
者

（
児
）
相
談
支
援
の
現
状
と
課
題
に
つ

い
て
、
意
見
交
換
を
行
い
ま
し
た
。

3 月 定 例 会

長崎県立・大村市立一体型図書館（愛称・ミライon図書館）と大村市歴史資料館は、本年10月5日
に開館予定です。

（
愛
称
・
プ
ラ
ッ
ト
お
お
む
ら
）
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め
る
陳
情

補
正
予
算

条
例

陳
情

低
所
得
者
・
子
育
て
世
帯
を
対
象
に
、

プ
レ
ミ
ア
ム
付
き
商
品
券
を
販
売
し
ま
す

議
決

大
村
市
歴
史
資
料
館（
仮
称
）に
係
る

工
事
請
負
契
約
を
変
更
し
ま
し
た

中
心
市
街
地
複
合
ビ
ル
に

移
転
し
た
社
会
福
祉
協
議
会
を

訪
問
し
ま
し
た

公
共
下
水
道
事
業
計
画
区
域
が

拡
大
さ
れ
ま
す

厚
生
文
教
委
員
会

厚
生
文
教
委
員
会

経
済
建
設
委
員
会

総
務
委
員
会

ＱＡ

ＱＡ

ＱＡ

ＱＡ

平成30年度の補正予算のほか、平成31年度の一般・特別・企業会計の当初予算、条例改正など、
25議案を可決しました。また、請願については１件を不採択としました。

　
厚
生
文
教
委
員
会
は
、
大
村
市
社
会

福
祉
協
議
会
を
訪
問
し
、
障
が
い
者

（
児
）
相
談
支
援
の
現
状
と
課
題
に
つ

い
て
、
意
見
交
換
を
行
い
ま
し
た
。

3 月 定 例 会

長崎県立・大村市立一体型図書館（愛称・ミライon図書館）と大村市歴史資料館は、本年10月5日
に開館予定です。

（
愛
称
・
プ
ラ
ッ
ト
お
お
む
ら
）
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予算審査

　
一
般
会
計
当
初
予
算
の
審
査
に
お
け
る

議
員
か
ら
の
主
な
質
疑
・
意
見
は
次
の
と

お
り
で
す
。

＊
地
域
活
性
学
会
開
催
事
業

事
業
の
概
要
に
つ
い
て
尋
ね
る
。

地
域
活
性
化
に
係
る
実
践
的
な
政

策
提
言
、
取
り
組
み
支
援
に
つ
な

が
る
学
術
研
究
活
動
を
行
っ
て
い
る
地
域

活
性
学
会
の
研
究
大
会
を
本
市
に
誘
致

し
、
平
成
31
年
９
月
13
日
か
ら
15
日
ま
で

の
３
日
間
、
シ
ー
ハ
ッ
ト
お
お
む
ら
さ
く

ら
ホ
ー
ル
を
主

会
場
に
開
催
す

る
。
ま
た
、
参

加
人
数
は
、
約

４
０
０
名
を
予

定
し
て
い
る
。

＊
交
通
安
全
対
策
事
業

市
民
か
ら
の
カ
ー
ブ
ミ
ラ
ー
設
置

の
要
望
件
数
と
、
予
算
に
計
上
し

て
い
る
件
数
に
つ
い
て
尋
ね
る
。

設
置
場
所
に
よ
り
所
管
課
が
異
な

る
が
、
安
全
対
策
課
所
管
分
で
、

平
成
30
年
度
の
要
望
件
数
は
19
件
で
あ
る
。

ま
た
、
平
成
31
年
度
に
予
算
計
上
し
て
い
る

の
は
、
１
面
鏡
２
基
と
２
面
鏡
２
基
の
合
計

４
基
で
あ
る
。

　
平
成
31
年
度
の
一
般
会
計
当
初
予
算
を
可
決
し
た

ほ
か
、
４
件
の
特
別
会
計
、
６
件
の
企
業
会
計
の
当

初
予
算
を
可
決
し
ま
し
た
。

一
般
会
計
当
初
予
算
の
概
要

　
平
成
31
年
度
の
一
般
会
計
当
初
予
算
の
規
模
は
、
４
４

２
億
円
で
、前
年
度
と
比
較
し
て
３
，
０
０
０
万
円
の
増
、

伸
び
率
は
0.1
％
と
な
っ
て
お
り
、
第
５
次
総
合
計
画
に
掲

げ
る
６
つ
の
基
本
目
標
を
柱
と
し
て
、
昨
年
度
に
引
き
続

き
、
子
育
て
や
教
育
環
境
の
充
実
に
努
め
る
と
と
も
に
、

モ
ー
タ
ー
ボ
ー
ト
競
走
事
業
収
益
基
金
を
活
用
し
た
新
幹

線
新
駅
周
辺
整
備
な
ど
の
公
共
施
設
等
の
整
備
に
重
点
を

置
い
た
予
算
編
成
が
な
さ
れ
て
い
ま
す
。

　「
１
．
人
を
育
む
ま
ち
」に
は
、
教
育
・
保
育
施
設
整
備

事
業
や
新
中
地
区
公
民
館（
仮
称
）建
設
事
業
な
ど
、「
２
．

健
康
で
い
き
い
き
と
暮
ら
せ
る
ま
ち
」に
は
、
プ
レ
ミ
ア

ム
付
商
品
券
事
業
や
ス
ポ
ー
ツ
合
宿
等
誘
致
事
業
な
ど
、

「
３
．
安
全
・
安
心
な
ま
ち
」に
は
、
市
庁
舎
建
設
事
業
や

通
学
路
安
全
対
策
事
業
な
ど
、「
４
．
活
力
に
満
ち
た
産
業

の
ま
ち
」に
は
、
大
村
の
農
業
を
新
た
に
担
う「
担
い
手
」

づ
く
り
事
業
や
産
業
支
援
セ
ン
タ
ー
運
営
事
業
な
ど
、

「
５
．
機
能
的
で
環
境
と
調
和
し
た
ま
ち
」に
は
、
新
幹
線

新
大
村
駅（
仮
称
）周
辺
整
備
事
業
や
西
大
村
地
区
都
市
再

構
築
戦
略
事
業
な
ど
、「
６
．
持
続
可
能
な
行
財
政
運
営
と

市
民
協
働
の
推
進
」に
は
、
住
民
主
導
型
地
域
活
性
化
事

業
や
移
住
・
定
住
促
進
事
業
な
ど
各
種
事
業
が
計
上
さ
れ

て
お
り
、
総
額
約
１
億
７
，
１
０
０
万
円
の
新
規
事
業
が

実
施
さ
れ
ま
す
。

＊
モ
ー
タ
ー
ボ
ー
ト
競
走
事
業
収
益
基
金 

　積
立
金今

回
の
予
算
の
概
要
に
つ
い
て
尋

ね
る
。

競
艇
事
業
会
計
の
平
成
31
年
度
予

算
に
計
上
す
る
利
益
余
剰
金
が
32

億
円
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
競
艇
企
業
局
と

協
議
を
行
い
、
利
益
余
剰
金
の
約
２
分
の

１
相
当
額
の
15
億
円
を
予
定
処
分
額
と
し

て
一
般
会
計
に
繰
り
入
れ
、
基
金
へ
受
け

入
れ
る
。
な
お
、
競
艇
事
業
の
利
益
余
剰

金
の
見
込
み
額
を
当
初
予
算
に
予
定
処
分

額
と
し
て
計
上
す
る
の
は
、
平
成
13
年
度

以
来
18
年
ぶ
り
で
あ
る
。

＊
住
民
主
導
型
地
域
活
性
化
事
業

　（地
域
げ
ん
き
交
付
金
）

地
域
に
よ
っ
て
は
、
限
ら
れ
た
団

体
が
毎
年
継
続
し
て
交
付
を
受
け

て
い
る
と
こ
ろ
も
あ
る
。
市
民
全
体
に
公

平
に
交
付
金
の
申
請
及
び
交
付
の
機
会
を

与
え
る
た
め
に
、
制
度
の
仕
組
み
や
周
知

方
法
を
一
度
見
直
し
て
は
ど
う
か
。

本
事
業
は
、
平
成
29
年
度
か
ら
平

成
31
年
度
ま
で
の
３
年
間
で
実
施

す
る
予
定
と
し
て
い
る
た
め
、
そ
れ
以
降

の
取
り
組
み
に
つ
い
て
は
、
地
域
住
民
の

意
見
を
聞
き
取
っ
た
上
で
、
住
民
へ
の
周

知
方
法
や
交
付
金
の
在
り
方
に
つ
い
て
検

討
し
て
い
き
た
い
。

＊
法
定
予
防
接
種
等
接
種
事
業

最
近
流
行
し
て
い
る
風
疹
の
予
防

接
種
に
つ
い
て
は
、
ど
の
よ
う
に

実
施
を
予
定
し
て
い
る
の
か
。

国
の
実
施
要
領
で
は
、「
市
町
村
か

ら
、
昭
和
37
年
４
月
２
日
か
ら
昭

和
54
年
４
月
１
日
ま
で
に
生
ま
れ
た
男
性

に
抗
体
検
査
無
料
ク
ー
ポ
ン
券
を
発
送

し
、
検
査
後
、
抗
体
が
不
十
分
な
方
に
対

し
、
無
料
で
予
防
接
種
を
受
け
て
い
た
だ

く
」こ
と
に
な
っ
て
い

る
。
本
市
で
は
、
４
月

に
ク
ー
ポ
ン
券
を
発
行

す
る
た
め
の
シ
ス
テ
ム

改
修
を
行
い
、
５
月
に

ク
ー
ポ
ン
券
を
発
送
す

る
予
定
で
あ
る
。

＊
待
機
児
童
解
消
緊
急
保
育
士
確
保
事
業

保
育
士
を
目
指
す
学
生
を
対
象
と

し
た
教
育
・
保
育
施
設
見
学
ツ

ア
ー
の
実
施
状
況
に
つ
い
て
尋
ね
る
。

県
内
、
佐
賀
県
、
福
岡
県
な
ど
の

保
育
士
養
成
校
の
学
生
に
呼
び
掛

け
を
行
い
、
バ
ス
で
市
内
の
教
育
・
保
育

施
設
を
巡
り
、見
学
を
し
て
い
た
だ
い
た
。

平
成
29
年
度
は
、
延
べ
62
人
が
参
加
し
、

そ
の
う
ち
９
人
の
方
が
市
内
の
保
育
施
設

に
就
職
し
た
。
平
成
30
年
度
は
、
延
べ
65

人
が
参
加
し
て
い
る
。

＊
大
村
イ
ン
タ
ー
チ
ェ
ン
ジ
駐
車
場

　整
備
事
業

駐
車
料
金
や
供
用
開
始
時
期
に
つ

い
て
尋
ね
る
。

今
の
と
こ
ろ
、
駐
車
料
金
は
無
料

と
す
る
予
定
で
あ
る
。
ま
た
、
平

成
31
年
11
月
か
ら
の
供
用
を
予
定
し
て
い

る
。

＊
都
市
計
画
道
路
見
直
し
事
業

事
業
の
概
要
に
つ
い
て
尋
ね
る
。

本
事
業
に
つ
い
て
は
、
お
お
む
ね

２
年
で
対
象
路
線
の
選
定
を
行
う

予
定
で
あ
る
。
ま
ず
、
平
成
31
年
度
は
基

礎
資
料
と
な
る
将
来
交
通
量
の
推
計
を
行

う
。
そ
の
後
、
市
民
や
議
会
へ
の
説
明
や

意
見
聴
取
を
行
い
、
平
成
32
年
度
末
ま
で

に
新
規
路
線
の
追
加
や
既
存
路
線
の
廃
止

と
い
っ
た
大
ま
か
な
整
備
方
針
を
決
定
す

る
。
そ
の
後
、
平
成
33
年
度
に
都
市
計
画

決
定
の
手
続
き
を
行
う
予
定
で
あ
る
。

平
成
31
年
度

予
算
審
査

企
画
政
策
部

総
務
部

財
政
部

市
民
環
境
部

福
祉
保
健
部

こ
ど
も
未
来
部

産
業
振
興
部

都
市
整
備
部

ＱＡＱＡ

ＱＡ

ＱＡ

ＱＡＱＡ

ＱＡ

Ｑ

Ａ

議員からの 意見質疑

平成31年度　一般会計当初予算　442億円　
市債 8.3%
36億7,660万円

市税 26.0%
114億7,231万円
市税 26.0%
114億7,231万円

繰入金 7.7%
34億1,897万円
繰入金 7.7%
34億1,897万円

その他収入 10.7%
47億4,532万円
その他収入 10.7%
47億4,532万円

地方交付税 13.0%
57億5,000万円
地方交付税 13.0%
57億5,000万円

譲与税・交付金 5.5%
24億1,292万円
譲与税・交付金 5.5%
24億1,292万円

国・県支出金 28.8%
127億2,388万円
国・県支出金 28.8%
127億2,388万円

人件費 11.1%
48億9,538万円
人件費 11.1%
48億9,538万円

扶助費 30.3%
134億8万円
扶助費 30.3%
134億8万円

公債費 6.9%
30億3,244万円
公債費 6.9%
30億3,244万円

投資的経費 15.8%
69億7,692万円
投資的経費 15.8%
69億7,692万円

物件費 11.0%
48億7,268万円
物件費 11.0%
48億7,268万円

補助費等 10.9%
48億123万円
補助費等 10.9%
48億123万円

繰出金 6.8%
30億267万円
繰出金 6.8%
30億267万円

その他 7.2%
32億1,860万円
その他 7.2%
32億1,860万円

歳出
442億円

歳入
442億円
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予算審査

　
一
般
会
計
当
初
予
算
の
審
査
に
お
け
る

議
員
か
ら
の
主
な
質
疑
・
意
見
は
次
の
と

お
り
で
す
。

＊
地
域
活
性
学
会
開
催
事
業

事
業
の
概
要
に
つ
い
て
尋
ね
る
。

地
域
活
性
化
に
係
る
実
践
的
な
政

策
提
言
、
取
り
組
み
支
援
に
つ
な

が
る
学
術
研
究
活
動
を
行
っ
て
い
る
地
域

活
性
学
会
の
研
究
大
会
を
本
市
に
誘
致

し
、
平
成
31
年
９
月
13
日
か
ら
15
日
ま
で

の
３
日
間
、
シ
ー
ハ
ッ
ト
お
お
む
ら
さ
く

ら
ホ
ー
ル
を
主

会
場
に
開
催
す

る
。
ま
た
、
参

加
人
数
は
、
約

４
０
０
名
を
予

定
し
て
い
る
。

＊
交
通
安
全
対
策
事
業

市
民
か
ら
の
カ
ー
ブ
ミ
ラ
ー
設
置

の
要
望
件
数
と
、
予
算
に
計
上
し

て
い
る
件
数
に
つ
い
て
尋
ね
る
。

設
置
場
所
に
よ
り
所
管
課
が
異
な

る
が
、
安
全
対
策
課
所
管
分
で
、

平
成
30
年
度
の
要
望
件
数
は
19
件
で
あ
る
。

ま
た
、
平
成
31
年
度
に
予
算
計
上
し
て
い
る

の
は
、
１
面
鏡
２
基
と
２
面
鏡
２
基
の
合
計

４
基
で
あ
る
。

　
平
成
31
年
度
の
一
般
会
計
当
初
予
算
を
可
決
し
た

ほ
か
、
４
件
の
特
別
会
計
、
６
件
の
企
業
会
計
の
当

初
予
算
を
可
決
し
ま
し
た
。

一
般
会
計
当
初
予
算
の
概
要

　
平
成
31
年
度
の
一
般
会
計
当
初
予
算
の
規
模
は
、
４
４

２
億
円
で
、前
年
度
と
比
較
し
て
３
，
０
０
０
万
円
の
増
、

伸
び
率
は
0.1
％
と
な
っ
て
お
り
、
第
５
次
総
合
計
画
に
掲

げ
る
６
つ
の
基
本
目
標
を
柱
と
し
て
、
昨
年
度
に
引
き
続

き
、
子
育
て
や
教
育
環
境
の
充
実
に
努
め
る
と
と
も
に
、

モ
ー
タ
ー
ボ
ー
ト
競
走
事
業
収
益
基
金
を
活
用
し
た
新
幹

線
新
駅
周
辺
整
備
な
ど
の
公
共
施
設
等
の
整
備
に
重
点
を

置
い
た
予
算
編
成
が
な
さ
れ
て
い
ま
す
。

　「
１
．
人
を
育
む
ま
ち
」に
は
、
教
育
・
保
育
施
設
整
備

事
業
や
新
中
地
区
公
民
館（
仮
称
）建
設
事
業
な
ど
、「
２
．

健
康
で
い
き
い
き
と
暮
ら
せ
る
ま
ち
」に
は
、
プ
レ
ミ
ア

ム
付
商
品
券
事
業
や
ス
ポ
ー
ツ
合
宿
等
誘
致
事
業
な
ど
、

「
３
．
安
全
・
安
心
な
ま
ち
」に
は
、
市
庁
舎
建
設
事
業
や

通
学
路
安
全
対
策
事
業
な
ど
、「
４
．
活
力
に
満
ち
た
産
業

の
ま
ち
」に
は
、
大
村
の
農
業
を
新
た
に
担
う「
担
い
手
」

づ
く
り
事
業
や
産
業
支
援
セ
ン
タ
ー
運
営
事
業
な
ど
、

「
５
．
機
能
的
で
環
境
と
調
和
し
た
ま
ち
」に
は
、
新
幹
線

新
大
村
駅（
仮
称
）周
辺
整
備
事
業
や
西
大
村
地
区
都
市
再

構
築
戦
略
事
業
な
ど
、「
６
．
持
続
可
能
な
行
財
政
運
営
と

市
民
協
働
の
推
進
」に
は
、
住
民
主
導
型
地
域
活
性
化
事

業
や
移
住
・
定
住
促
進
事
業
な
ど
各
種
事
業
が
計
上
さ
れ

て
お
り
、
総
額
約
１
億
７
，
１
０
０
万
円
の
新
規
事
業
が

実
施
さ
れ
ま
す
。

＊
モ
ー
タ
ー
ボ
ー
ト
競
走
事
業
収
益
基
金 

　積
立
金今

回
の
予
算
の
概
要
に
つ
い
て
尋

ね
る
。

競
艇
事
業
会
計
の
平
成
31
年
度
予

算
に
計
上
す
る
利
益
余
剰
金
が
32

億
円
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
競
艇
企
業
局
と

協
議
を
行
い
、
利
益
余
剰
金
の
約
２
分
の

１
相
当
額
の
15
億
円
を
予
定
処
分
額
と
し

て
一
般
会
計
に
繰
り
入
れ
、
基
金
へ
受
け

入
れ
る
。
な
お
、
競
艇
事
業
の
利
益
余
剰

金
の
見
込
み
額
を
当
初
予
算
に
予
定
処
分

額
と
し
て
計
上
す
る
の
は
、
平
成
13
年
度

以
来
18
年
ぶ
り
で
あ
る
。

＊
住
民
主
導
型
地
域
活
性
化
事
業

　（地
域
げ
ん
き
交
付
金
）

地
域
に
よ
っ
て
は
、
限
ら
れ
た
団

体
が
毎
年
継
続
し
て
交
付
を
受
け

て
い
る
と
こ
ろ
も
あ
る
。
市
民
全
体
に
公

平
に
交
付
金
の
申
請
及
び
交
付
の
機
会
を

与
え
る
た
め
に
、
制
度
の
仕
組
み
や
周
知

方
法
を
一
度
見
直
し
て
は
ど
う
か
。

本
事
業
は
、
平
成
29
年
度
か
ら
平

成
31
年
度
ま
で
の
３
年
間
で
実
施

す
る
予
定
と
し
て
い
る
た
め
、
そ
れ
以
降

の
取
り
組
み
に
つ
い
て
は
、
地
域
住
民
の

意
見
を
聞
き
取
っ
た
上
で
、
住
民
へ
の
周

知
方
法
や
交
付
金
の
在
り
方
に
つ
い
て
検

討
し
て
い
き
た
い
。

＊
法
定
予
防
接
種
等
接
種
事
業

最
近
流
行
し
て
い
る
風
疹
の
予
防

接
種
に
つ
い
て
は
、
ど
の
よ
う
に

実
施
を
予
定
し
て
い
る
の
か
。

国
の
実
施
要
領
で
は
、「
市
町
村
か

ら
、
昭
和
37
年
４
月
２
日
か
ら
昭

和
54
年
４
月
１
日
ま
で
に
生
ま
れ
た
男
性

に
抗
体
検
査
無
料
ク
ー
ポ
ン
券
を
発
送

し
、
検
査
後
、
抗
体
が
不
十
分
な
方
に
対

し
、
無
料
で
予
防
接
種
を
受
け
て
い
た
だ

く
」こ
と
に
な
っ
て
い

る
。
本
市
で
は
、
４
月

に
ク
ー
ポ
ン
券
を
発
行

す
る
た
め
の
シ
ス
テ
ム

改
修
を
行
い
、
５
月
に

ク
ー
ポ
ン
券
を
発
送
す

る
予
定
で
あ
る
。

＊
待
機
児
童
解
消
緊
急
保
育
士
確
保
事
業

保
育
士
を
目
指
す
学
生
を
対
象
と

し
た
教
育
・
保
育
施
設
見
学
ツ

ア
ー
の
実
施
状
況
に
つ
い
て
尋
ね
る
。

県
内
、
佐
賀
県
、
福
岡
県
な
ど
の

保
育
士
養
成
校
の
学
生
に
呼
び
掛

け
を
行
い
、
バ
ス
で
市
内
の
教
育
・
保
育

施
設
を
巡
り
、見
学
を
し
て
い
た
だ
い
た
。

平
成
29
年
度
は
、
延
べ
62
人
が
参
加
し
、

そ
の
う
ち
９
人
の
方
が
市
内
の
保
育
施
設

に
就
職
し
た
。
平
成
30
年
度
は
、
延
べ
65

人
が
参
加
し
て
い
る
。

＊
大
村
イ
ン
タ
ー
チ
ェ
ン
ジ
駐
車
場

　整
備
事
業

駐
車
料
金
や
供
用
開
始
時
期
に
つ

い
て
尋
ね
る
。

今
の
と
こ
ろ
、
駐
車
料
金
は
無
料

と
す
る
予
定
で
あ
る
。
ま
た
、
平

成
31
年
11
月
か
ら
の
供
用
を
予
定
し
て
い

る
。

＊
都
市
計
画
道
路
見
直
し
事
業

事
業
の
概
要
に
つ
い
て
尋
ね
る
。

本
事
業
に
つ
い
て
は
、
お
お
む
ね

２
年
で
対
象
路
線
の
選
定
を
行
う

予
定
で
あ
る
。
ま
ず
、
平
成
31
年
度
は
基

礎
資
料
と
な
る
将
来
交
通
量
の
推
計
を
行

う
。
そ
の
後
、
市
民
や
議
会
へ
の
説
明
や

意
見
聴
取
を
行
い
、
平
成
32
年
度
末
ま
で

に
新
規
路
線
の
追
加
や
既
存
路
線
の
廃
止

と
い
っ
た
大
ま
か
な
整
備
方
針
を
決
定
す

る
。
そ
の
後
、
平
成
33
年
度
に
都
市
計
画

決
定
の
手
続
き
を
行
う
予
定
で
あ
る
。

平
成
31
年
度

予
算
審
査

企
画
政
策
部

総
務
部

財
政
部

市
民
環
境
部

福
祉
保
健
部

こ
ど
も
未
来
部

産
業
振
興
部

都
市
整
備
部

ＱＡＱＡ

ＱＡ

ＱＡ

ＱＡＱＡ

ＱＡ

Ｑ

Ａ

議員からの 意見質疑

平成31年度　一般会計当初予算　442億円　
市債 8.3%
36億7,660万円

市税 26.0%
114億7,231万円
市税 26.0%
114億7,231万円

繰入金 7.7%
34億1,897万円
繰入金 7.7%
34億1,897万円

その他収入 10.7%
47億4,532万円
その他収入 10.7%
47億4,532万円

地方交付税 13.0%
57億5,000万円
地方交付税 13.0%
57億5,000万円

譲与税・交付金 5.5%
24億1,292万円
譲与税・交付金 5.5%
24億1,292万円

国・県支出金 28.8%
127億2,388万円
国・県支出金 28.8%
127億2,388万円

人件費 11.1%
48億9,538万円
人件費 11.1%
48億9,538万円

扶助費 30.3%
134億8万円
扶助費 30.3%
134億8万円

公債費 6.9%
30億3,244万円
公債費 6.9%
30億3,244万円

投資的経費 15.8%
69億7,692万円
投資的経費 15.8%
69億7,692万円

物件費 11.0%
48億7,268万円
物件費 11.0%
48億7,268万円

補助費等 10.9%
48億123万円
補助費等 10.9%
48億123万円

繰出金 6.8%
30億267万円
繰出金 6.8%
30億267万円

その他 7.2%
32億1,860万円
その他 7.2%
32億1,860万円

歳出
442億円

歳入
442億円



　3つの反対理由がある。1点目は、情報漏洩等の危険性がある「マイナンバーカード」関連事業が含まれて
いること、2点目は、多額の税金が投入されている「新幹線」関連事業が含まれていること、3点目は、「消費
税増税」ありきの予算編成となっていることである。消費税は低所得者ほど負担が重い逆進性の税制であ
り、前回消費税が8％に増税されたときには物価が上昇し、実質賃金は大幅に減少した。また、本予算案に計
上されているプレミアム付商品券事業について、使用期間は半年と短く、負担軽減というよりは、増税後の
消費低迷を防ぐことが目的で、本当の支援にはならない。

7 市議会だよりおおむら 6市議会だよりおおむら

特別委員会報告

第９号議案

第１４号議案

第１６号議案

請願第１号

原案可決

原案可決

原案可決

不採択

議案番号

●賛否が分かれた議案と審議結果特別委員会報告

【第14号議案】 平成31年度大村市一般会計予算

件　　名 議決結果

※賛否が分かれた議案のみ掲載しています。

平成３０年度大村市一般会計補正予算（第９号）

平成３１年度大村市一般会計予算

平成３１年度大村市後期高齢者医療事業特別会計予算

国に対し「消費税10％への引き上げ中止を求める意見書」の提出を求める請願の件

第９号議案
第１４号議案
第１６号議案
請願第１号

議案番号

議員名

○
○
○
×

伊
川 

京
子

野
島 

進
吾

井
上 

潤 

一

朝
長 

英
美

村
崎 

浩
史

廣
瀬 

政
和

村
上 

秀
明

山
口 

弘
宣

古
閑
森 

秀
幸

山
北 

正
久

永
尾 

髙
宣

城 

幸
太
郎

大
崎 
敏
明

田
中 
秀
和

岩
永 

愼
太
郎

小
林 

史
政

田
中 

博
文

村
上 

信
行

水
上 

享

宮
田 

真
美

中
瀬 

昭
隆

神
近 

寛（
副
議
長
）

三
浦 

正
司（
議
長
）

賛
　
成

反
　
対

○
○
○
×

○
○
○
×

○
○
○
×

○
○
○
×

○
○
○
×

○
○
○
×

○
○
○
×

○
○
○
×

○
○
○
×

○
○
○
×

○
○
○
×

○
○
○
×

○
○
○
×

○
○
○
×

○
○
○
×

○
○
○
×

×
○
○
○

○
○
○
×

×
×
×
○

×
○
○
×

○
○
○
×

19
21
21
2

3
1
1
20

会派名

●議員別賛否一覧表  （○は賛成　×は反対　三浦正司議長は採決に加わらない）
みらいの風 緑風会 至誠会 大政クラブ 社会クラブ 無会派

公
明
党

【請願第１号】 国に対し「消費税10％への引き上げ中止を求める意見書」の提出を求める請願
■趣旨
　８％増税後の経済への深刻な影響が続く中、本年１０月に予定されている再増税が実施されると、品目によって
８％と１０％の複数税率が適用され、事業者には混乱と膨大な事務負担をもたらし、地域住民の暮らしや中小事業
者の経営、地域経済に深刻な打撃を与えることから、消費税率の１０％への引き上げを中止するよう国に対し意見
書の提出を求めるもの。

　消費税は低所得者ほど負担が重くなる逆進性の高い税制である。2014年以降、実質賃金は下がったまま
であり、昨年12月に発表された2018年７月から９月期の国内総生産の２次速報では、実質成長率が年率換算
でマイナス2.5％という大幅な落ち込みとなった。また、増税そのものには賛成と明言する財界人や学者の
中からも、今増税したら大変なことになるという声が上がっている。

　消費税率の引き上げは、野田首相時代の2012年６月、民主・自民・公明の３党による社会保障と税の一体改
革関連法案をめぐる協議の中で合意されたことによるものである。背景として、少子高齢化社会対策や財政
健全化を確実に進める必要性を共有していたからにほかならない。海外では、付加価値税いわゆる消費税を
導入している国の多くが軽減税率を導入しており、混乱なく施行されている。

　新庁舎をはじめとする、本市の今後の公共施設整備に係る
諸問題について調査・研究を行いました。

　3月定例会では、平成29年7月以降、市政に関する特定のテーマについて調査・研究を行った3特別委員会から
最終報告がなされました。3特別委員会は本報告をもって解散しました。

●公共施設整備調査特別委員会

　本市の将来の人口減少を見据えた地方創生総合戦略の進
捗や、その他の地域活性化の取り組みについて調査・研究を
行いました。

●人口問題等調査特別委員会

　2022年度の九州新幹線西九州ルート開業に向けた新大
村駅（仮称）周辺整備事業や公共交通ネットワークの再編・整
備など、本市の将来のまちづくりについて調査・研究を行い
ました。

【主な提言・要望】
　新市庁舎建設のような大型公共工事は、低迷が続く本
市の景気回復に大きく寄与するものとして、多くの市民
から期待が寄せられています。その期待に応えるには、
地元業者が受注・施工できるような設計となることが不
可欠であるため、市には、設計事業者への積極的な関与
を要望します。

【主な提言・要望】
　本市は、2025年に人口10万人を目指していますが、
今後の人口推移によれば、2020年をピークに減少に転
じるとされていることから、早急な対応が必要です。子育
て・生産年齢・高齢者の各世代を対象とした事業を強化
し、社会のニーズに沿った効果的な施策を講じるよう要
望します。

【主な提言・要望】
　新大村駅（仮称）周辺整備事業については、核となるべ
きものを１日も早く決定し、本市の未来に向けた発展に大
きく寄与するまちづくりを主導していくよう要望します。

●新幹線・まちづくり調査特別委員会

田中 秀和 委員長

井上 潤一 委員長

山口 弘宣 委員長

賛

　成

反

　対

　大村市が実施する全ての事務事業に賛成しているわけではない。見直したほうがいいのではと思う事業
も幾つかある。ただ、それをもって新年度予算に反対をするということは、平成31年度の市民生活に大混乱
を来すことになる。大局に立った判断をするのが議会の責任である。反対するのであれば、修正動議をかけ
るなどして、意見を述べるべきだ。

賛

　成

反

　対



　3つの反対理由がある。1点目は、情報漏洩等の危険性がある「マイナンバーカード」関連事業が含まれて
いること、2点目は、多額の税金が投入されている「新幹線」関連事業が含まれていること、3点目は、「消費
税増税」ありきの予算編成となっていることである。消費税は低所得者ほど負担が重い逆進性の税制であ
り、前回消費税が8％に増税されたときには物価が上昇し、実質賃金は大幅に減少した。また、本予算案に計
上されているプレミアム付商品券事業について、使用期間は半年と短く、負担軽減というよりは、増税後の
消費低迷を防ぐことが目的で、本当の支援にはならない。

7 市議会だよりおおむら 6市議会だよりおおむら

特別委員会報告

第９号議案

第１４号議案

第１６号議案

請願第１号

原案可決

原案可決

原案可決

不採択

議案番号

●賛否が分かれた議案と審議結果特別委員会報告

【第14号議案】 平成31年度大村市一般会計予算

件　　名 議決結果

※賛否が分かれた議案のみ掲載しています。

平成３０年度大村市一般会計補正予算（第９号）

平成３１年度大村市一般会計予算

平成３１年度大村市後期高齢者医療事業特別会計予算

国に対し「消費税10％への引き上げ中止を求める意見書」の提出を求める請願の件

第９号議案
第１４号議案
第１６号議案
請願第１号

議案番号

議員名

○
○
○
×

伊
川 

京
子

野
島 

進
吾

井
上 

潤 

一

朝
長 

英
美

村
崎 

浩
史

廣
瀬 

政
和

村
上 

秀
明

山
口 

弘
宣

古
閑
森 

秀
幸

山
北 

正
久

永
尾 

髙
宣

城 

幸
太
郎

大
崎 

敏
明

田
中 

秀
和

岩
永 

愼
太
郎

小
林 

史
政

田
中 

博
文

村
上 

信
行

水
上 

享

宮
田 

真
美

中
瀬 

昭
隆

神
近 

寛（
副
議
長
）

三
浦 

正
司（
議
長
）

賛
　
成

反
　
対

○
○
○
×

○
○
○
×

○
○
○
×

○
○
○
×

○
○
○
×

○
○
○
×

○
○
○
×

○
○
○
×

○
○
○
×

○
○
○
×

○
○
○
×

○
○
○
×

○
○
○
×

○
○
○
×

○
○
○
×

○
○
○
×

×
○
○
○

○
○
○
×

×
×
×
○

×
○
○
×

○
○
○
×

19
21
21
2

3
1
1
20

会派名

●議員別賛否一覧表  （○は賛成　×は反対　三浦正司議長は採決に加わらない）
みらいの風 緑風会 至誠会 大政クラブ 社会クラブ 無会派

公
明
党

【請願第１号】 国に対し「消費税10％への引き上げ中止を求める意見書」の提出を求める請願
■趣旨
　８％増税後の経済への深刻な影響が続く中、本年１０月に予定されている再増税が実施されると、品目によって
８％と１０％の複数税率が適用され、事業者には混乱と膨大な事務負担をもたらし、地域住民の暮らしや中小事業
者の経営、地域経済に深刻な打撃を与えることから、消費税率の１０％への引き上げを中止するよう国に対し意見
書の提出を求めるもの。

　消費税は低所得者ほど負担が重くなる逆進性の高い税制である。2014年以降、実質賃金は下がったまま
であり、昨年12月に発表された2018年７月から９月期の国内総生産の２次速報では、実質成長率が年率換算
でマイナス2.5％という大幅な落ち込みとなった。また、増税そのものには賛成と明言する財界人や学者の
中からも、今増税したら大変なことになるという声が上がっている。

　消費税率の引き上げは、野田首相時代の2012年６月、民主・自民・公明の３党による社会保障と税の一体改
革関連法案をめぐる協議の中で合意されたことによるものである。背景として、少子高齢化社会対策や財政
健全化を確実に進める必要性を共有していたからにほかならない。海外では、付加価値税いわゆる消費税を
導入している国の多くが軽減税率を導入しており、混乱なく施行されている。

　新庁舎をはじめとする、本市の今後の公共施設整備に係る
諸問題について調査・研究を行いました。

　3月定例会では、平成29年7月以降、市政に関する特定のテーマについて調査・研究を行った3特別委員会から
最終報告がなされました。3特別委員会は本報告をもって解散しました。

●公共施設整備調査特別委員会

　本市の将来の人口減少を見据えた地方創生総合戦略の進
捗や、その他の地域活性化の取り組みについて調査・研究を
行いました。

●人口問題等調査特別委員会

　2022年度の九州新幹線西九州ルート開業に向けた新大
村駅（仮称）周辺整備事業や公共交通ネットワークの再編・整
備など、本市の将来のまちづくりについて調査・研究を行い
ました。

【主な提言・要望】
　新市庁舎建設のような大型公共工事は、低迷が続く本
市の景気回復に大きく寄与するものとして、多くの市民
から期待が寄せられています。その期待に応えるには、
地元業者が受注・施工できるような設計となることが不
可欠であるため、市には、設計事業者への積極的な関与
を要望します。

【主な提言・要望】
　本市は、2025年に人口10万人を目指していますが、
今後の人口推移によれば、2020年をピークに減少に転
じるとされていることから、早急な対応が必要です。子育
て・生産年齢・高齢者の各世代を対象とした事業を強化
し、社会のニーズに沿った効果的な施策を講じるよう要
望します。

【主な提言・要望】
　新大村駅（仮称）周辺整備事業については、核となるべ
きものを１日も早く決定し、本市の未来に向けた発展に大
きく寄与するまちづくりを主導していくよう要望します。

●新幹線・まちづくり調査特別委員会

田中 秀和 委員長

井上 潤一 委員長

山口 弘宣 委員長

賛

　成

反

　対

　大村市が実施する全ての事務事業に賛成しているわけではない。見直したほうがいいのではと思う事業
も幾つかある。ただ、それをもって新年度予算に反対をするということは、平成31年度の市民生活に大混乱
を来すことになる。大局に立った判断をするのが議会の責任である。反対するのであれば、修正動議をかけ
るなどして、意見を述べるべきだ。

賛

　成

反

　対
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市政一般質問

3月定例会では、17名の議員が質問を
行いました。主な内容をご紹介します。

● 索  引 ●
防犯・防災
生活・環境
福祉・医療・保健
産業・経済・労働

p8
p8～9
p9～11
p11

一般質問

教育・文化・スポーツ
都市整備
行財政・一般

p11～12
p12～13
p13～16

市政

生活・環境

中瀬 昭隆 議員

　古来から生ごみやふん尿は有機肥料であり、循環型
農業であった。乾燥下水道汚泥や浄化槽汚泥を生ごみ
から作った堆肥と混ぜ、それを使った農業を行えば自
然に優しい農産品の一大ブランドとなる。市内に堆肥
化事業所もあるので情報交換し、次期ごみ処理施設は
燃焼炉と生ごみ堆肥化施設との併設を望むが、市の見
解について尋ねる。

　現在、一般廃棄物の収集・運搬に年間約１
億円の経費かかっており、生ごみの堆肥化

のために燃やせるごみと生ごみを別々に収集する
場合、その経費が約２倍となり、市民にとっても分
別の手間が増える。また、焼却炉と生ごみ堆肥化施
設の併設には、多くの建設費と新たな建設用地が
必要となる。以上のことから、生ごみの堆肥化施設
の併設はハードルが高いと考える。また、下水道汚
泥については、市内の処理施設がある民間事業者
へ搬出し、堆肥化を行っており、循環型農業の１つ
として取り組んでいる。

答

自然のサイクル回帰を図り
循環型社会へ

福祉・医療・保健

山北 正久 議員

　全国紙のタイトル記事は子どもを持つ親に大きな驚き
とともにショックを与えている。ペットボトルの清涼飲料
水は年間を通して大量に消費されており、カフェイン研
究の専門家は「カフェインは脳の働きを阻害する可能性
がある成分なので、幼少期の子どもは避けるべき」と指
摘されているが、本市における保護者への指導はなされ
ているのか。

　厚生労働省のホームページによると、カ
フェインを過剰に摂取した場合、目まい、心

拍数の増加、興奮、震え、不眠症、下痢、吐き気等を
もたらすことがあるとしている。さらに、いわゆるエ
ナジードリンク等は、製品の成分表示をよく読み、カ
フェインを多く含むものについては、子ども、妊婦、
授乳中の方等は飲用を控えるよう注意を促してい
る。本市においても、今後、母子健康手帳の交付時
や乳幼児健康相談時等における機会を利用し、注
意を促していきたい。

答

子どもにカフェイン注意！
ペットボトルにも 水上　享 議員

　出張所の冷暖房設備は老朽化し、セントラル方式での
稼働のためにロスを生じている。平成31年度に実施され
る整備改修においては、各室個別方式で、コイン投入型
の空調設備にすべきだ。また、全室の窓ガラス押さえゴ
ムの劣化も著しいため、コーキング剤での補修を早急に
行い、強風雨に耐える安心して利用できる避難施設にす
べきである。

　出張所の改修工事については、現在、屋上
防水・外壁改修と空調入れ替え工事を順次計

画的に行っているところである。コーキング剤での
補修など、今後、随
時出張所の状況を
確認・調査しなが
ら、市民の利用に支
障がないよう維持
管理にしっかり努め
ていきたい。

答

避難施設である出張所の
施設改善をすべきだ

生活・環境福祉・医療・保健

廣瀬 政和 議員

　３～５歳児の保育料が本年10月から無償となる中で、
給食費は有償となる。１人当たり月5,000円程度の負担
となるが、給食費はどこで決定し、どこで徴収するのか。
また、給食費について、市による補助はできないか。な
お、市独自の第２子保育料無料化制度は、今後も堅持す
べきと思うが、市の考えを尋ねる。

　給食費については、各施設で食材料費が異
なるため、基本的には各施設で金額を設定し

各施設での徴収となる。市としては、今のところ補助
の考えはない。また、第２子保育料無料化制度は、本
市独自の子育て支援策として平成９年度の創設以来
取り組んできた。少なくとも平成31年度は継続する
が、創設期と状況もかなり変
化しているため、子育て世帯
におけるライフステージごと
の支援バランスが現行の制度
で適切なのか改めて考える時
期に来ていると考える。

答

子育て負担への
さらなる支援について

▼
注
１
：
台
風
や
津
波
で
地
域
が
浸
水
し
た
と
き
に
、住
民
が
避
難
す
る
た
め
に
作
ら
れ
た
、人
工
高
台
の
通
称
。

防犯・防災

朝長 英美 議員

　昨年の西日本豪雨で大規模冠水した岡山県倉敷市真
備町においては、ハザードマップを作成していたにもか
かわらず、住民に理解されていなかったために多数の犠
牲者が出た。本市においてもハザードマップが作成され
ているが、住民への説明会は開催されているのか。また、
静岡県袋井市にある命山という災害時の避難丘を本市
にも取り入れる計画はないか。

　ハザードマップの住民説明会という形では
ないが、土砂災害のハザードマップについて、

県による土砂災害等の区域指定の公表の際に公民
館等で縦覧を行い、地元への説明の機会を設けてい
る。また、自主防災組織の訓練においては、住民がハ
ザードマップの内容を確認するとともに、地域防災
マップの作成を行い、自分の住む地域を理解し、災害
に備えていただく取り組みを行っている。また、議員
の地元の福重地区における命山のような避難場所
は、妙宣寺が最適と考える。

答

危機管理行政による
ハザードマップについて

注1

福祉・医療・保健

宮田 真美 議員

　国保は国の社会保障制度であり、職場や組合等の保
険から外れたときの最後のセーフティネットであるに
もかかわらず、市民に重い税負担がかかっていること
は問題である。国保税の引き下げは待ったなしの問題
だ。国の動向を見守るのではなく、国がやらないので
あれば、市が市民に寄り添い、国保税の引き下げを実
施するべきである。

　本市の国保加入者の１人当たりの医療費
は、過去３年間の平均で年4.3％増加してお

り、基本的には、この医療費の増加に併せ、保険税率
も同程度の引き上げを考えなければならない。この
ような状況の中、国保税を引き下げることは非常に
困難である。国保の税負担の問題
を根本的に解決するには、国庫負担
金の拡充が必要と考えるため、国保
財政基盤の強化を図るよう国に対
し要望を行っており、今後も要望を
続けていきたい。

答

国保税の引き下げを
求める

生活・環境

神近　寛 議員

　上下水道局が策定した「汚水処理構想」の実施により
経済効果をどの程度見込んでいるのか。また、このこと
は一方で一般廃棄物処理事業者にとっては減収減益と
なることから、急ぎ「一般廃棄物処理合理化計画」を策
定すべきである。県内初の中小企業振興基本条例を制定
した自治体としても当然であり、一般廃棄物処理事業者
は特別枠と認識すべきである。

　農業集落排水処理施設の発生汚泥脱水処
理業務委託料や下水道区域拡大による個人

設置の浄化槽の維持管理費の減などで年間約8,000
万円の費用減少を見込んでいる。市民に対しては市
民サービスの向上となり、事業者に対しては事業量
の減少分を補填する形で新たにさまざまな業務がで
きないか検討しており、本市に最も合った手法によ
るシステムの構築に取り組みたい。計画書に明記し
なくても、現在事業者としっかり協議を進めているた
め、ご理解いただきたい。

答

一般廃棄物処理事業者は
中小企条例の特別枠
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市政一般質問

3月定例会では、17名の議員が質問を
行いました。主な内容をご紹介します。

● 索  引 ●
防犯・防災
生活・環境
福祉・医療・保健
産業・経済・労働

p8
p8～9
p9～11
p11

一般質問

教育・文化・スポーツ
都市整備
行財政・一般

p11～12
p12～13
p13～16

市政

生活・環境

中瀬 昭隆 議員

　古来から生ごみやふん尿は有機肥料であり、循環型
農業であった。乾燥下水道汚泥や浄化槽汚泥を生ごみ
から作った堆肥と混ぜ、それを使った農業を行えば自
然に優しい農産品の一大ブランドとなる。市内に堆肥
化事業所もあるので情報交換し、次期ごみ処理施設は
燃焼炉と生ごみ堆肥化施設との併設を望むが、市の見
解について尋ねる。

　現在、一般廃棄物の収集・運搬に年間約１
億円の経費かかっており、生ごみの堆肥化

のために燃やせるごみと生ごみを別々に収集する
場合、その経費が約２倍となり、市民にとっても分
別の手間が増える。また、焼却炉と生ごみ堆肥化施
設の併設には、多くの建設費と新たな建設用地が
必要となる。以上のことから、生ごみの堆肥化施設
の併設はハードルが高いと考える。また、下水道汚
泥については、市内の処理施設がある民間事業者
へ搬出し、堆肥化を行っており、循環型農業の１つ
として取り組んでいる。

答

自然のサイクル回帰を図り
循環型社会へ

福祉・医療・保健

山北 正久 議員

　全国紙のタイトル記事は子どもを持つ親に大きな驚き
とともにショックを与えている。ペットボトルの清涼飲料
水は年間を通して大量に消費されており、カフェイン研
究の専門家は「カフェインは脳の働きを阻害する可能性
がある成分なので、幼少期の子どもは避けるべき」と指
摘されているが、本市における保護者への指導はなされ
ているのか。

　厚生労働省のホームページによると、カ
フェインを過剰に摂取した場合、目まい、心

拍数の増加、興奮、震え、不眠症、下痢、吐き気等を
もたらすことがあるとしている。さらに、いわゆるエ
ナジードリンク等は、製品の成分表示をよく読み、カ
フェインを多く含むものについては、子ども、妊婦、
授乳中の方等は飲用を控えるよう注意を促してい
る。本市においても、今後、母子健康手帳の交付時
や乳幼児健康相談時等における機会を利用し、注
意を促していきたい。

答

子どもにカフェイン注意！
ペットボトルにも 水上　享 議員

　出張所の冷暖房設備は老朽化し、セントラル方式での
稼働のためにロスを生じている。平成31年度に実施され
る整備改修においては、各室個別方式で、コイン投入型
の空調設備にすべきだ。また、全室の窓ガラス押さえゴ
ムの劣化も著しいため、コーキング剤での補修を早急に
行い、強風雨に耐える安心して利用できる避難施設にす
べきである。

　出張所の改修工事については、現在、屋上
防水・外壁改修と空調入れ替え工事を順次計

画的に行っているところである。コーキング剤での
補修など、今後、随
時出張所の状況を
確認・調査しなが
ら、市民の利用に支
障がないよう維持
管理にしっかり努め
ていきたい。

答

避難施設である出張所の
施設改善をすべきだ

生活・環境福祉・医療・保健

廣瀬 政和 議員

　３～５歳児の保育料が本年10月から無償となる中で、
給食費は有償となる。１人当たり月5,000円程度の負担
となるが、給食費はどこで決定し、どこで徴収するのか。
また、給食費について、市による補助はできないか。な
お、市独自の第２子保育料無料化制度は、今後も堅持す
べきと思うが、市の考えを尋ねる。

　給食費については、各施設で食材料費が異
なるため、基本的には各施設で金額を設定し

各施設での徴収となる。市としては、今のところ補助
の考えはない。また、第２子保育料無料化制度は、本
市独自の子育て支援策として平成９年度の創設以来
取り組んできた。少なくとも平成31年度は継続する
が、創設期と状況もかなり変
化しているため、子育て世帯
におけるライフステージごと
の支援バランスが現行の制度
で適切なのか改めて考える時
期に来ていると考える。

答

子育て負担への
さらなる支援について

▼
注
１
：
台
風
や
津
波
で
地
域
が
浸
水
し
た
と
き
に
、住
民
が
避
難
す
る
た
め
に
作
ら
れ
た
、人
工
高
台
の
通
称
。

防犯・防災

朝長 英美 議員

　昨年の西日本豪雨で大規模冠水した岡山県倉敷市真
備町においては、ハザードマップを作成していたにもか
かわらず、住民に理解されていなかったために多数の犠
牲者が出た。本市においてもハザードマップが作成され
ているが、住民への説明会は開催されているのか。また、
静岡県袋井市にある命山という災害時の避難丘を本市
にも取り入れる計画はないか。

　ハザードマップの住民説明会という形では
ないが、土砂災害のハザードマップについて、

県による土砂災害等の区域指定の公表の際に公民
館等で縦覧を行い、地元への説明の機会を設けてい
る。また、自主防災組織の訓練においては、住民がハ
ザードマップの内容を確認するとともに、地域防災
マップの作成を行い、自分の住む地域を理解し、災害
に備えていただく取り組みを行っている。また、議員
の地元の福重地区における命山のような避難場所
は、妙宣寺が最適と考える。

答

危機管理行政による
ハザードマップについて

注1

福祉・医療・保健

宮田 真美 議員

　国保は国の社会保障制度であり、職場や組合等の保
険から外れたときの最後のセーフティネットであるに
もかかわらず、市民に重い税負担がかかっていること
は問題である。国保税の引き下げは待ったなしの問題
だ。国の動向を見守るのではなく、国がやらないので
あれば、市が市民に寄り添い、国保税の引き下げを実
施するべきである。

　本市の国保加入者の１人当たりの医療費
は、過去３年間の平均で年4.3％増加してお

り、基本的には、この医療費の増加に併せ、保険税率
も同程度の引き上げを考えなければならない。この
ような状況の中、国保税を引き下げることは非常に
困難である。国保の税負担の問題
を根本的に解決するには、国庫負担
金の拡充が必要と考えるため、国保
財政基盤の強化を図るよう国に対
し要望を行っており、今後も要望を
続けていきたい。

答

国保税の引き下げを
求める

生活・環境

神近　寛 議員

　上下水道局が策定した「汚水処理構想」の実施により
経済効果をどの程度見込んでいるのか。また、このこと
は一方で一般廃棄物処理事業者にとっては減収減益と
なることから、急ぎ「一般廃棄物処理合理化計画」を策
定すべきである。県内初の中小企業振興基本条例を制定
した自治体としても当然であり、一般廃棄物処理事業者
は特別枠と認識すべきである。

　農業集落排水処理施設の発生汚泥脱水処
理業務委託料や下水道区域拡大による個人

設置の浄化槽の維持管理費の減などで年間約8,000
万円の費用減少を見込んでいる。市民に対しては市
民サービスの向上となり、事業者に対しては事業量
の減少分を補填する形で新たにさまざまな業務がで
きないか検討しており、本市に最も合った手法によ
るシステムの構築に取り組みたい。計画書に明記し
なくても、現在事業者としっかり協議を進めているた
め、ご理解いただきたい。

答

一般廃棄物処理事業者は
中小企条例の特別枠
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市政一般質問

福祉・医療・保健

岩永 愼太郎 議員

　市は市内全域を対象に新たな保育所の設置運営事
業者を募集しているが、施設として整っていればよい
というわけではなく、立地についても、保護者の送り
迎え時の利便性や保育の需要が大きい場所などを考
慮する必要があると考える。募集に当たっては、地域の
児童数などの事前調査の必要はないのか。

　保護者は、お住まいの地域や職場の近隣、
通勤の途中など、場所に関する希望や、施設

の安全性、保育方針への共感など、さまざまな理由
から入所させたい施設を選択していると考えられ
る。本市の場合、おおむね
移動30分圏内で地理的に
まとまりがあり、北地区、中
地区、南地区の圏域ごとの
児童数、施設定員数もほぼ
均等に配置されていること
などから、あまり偏在はな
いものと考えている。

答

保育施設の
整備計画について

福祉・医療・保健

野島 進吾 議員

　平成31年４月１日、旧浜屋ビルが愛称「プラットおおむ
ら」としてグランドオープンする。行政・医療・介護の連携
がより一層密になり、高齢者の暮らしを地域でサポート
するための拠点として健康維持への取り組みが推進さ
れることを期待する。県では健康寿命日本一を目指し取
り組みを強化しているが、本市の健康寿命の延伸に向け
た取り組み状況について尋ねる。

　本市では、健康増進法に基づき平成26年に
計画期間を10年間とする第２次健康おおむら

21計画を策定し、子どもから高齢者まで生涯にわた
る健康づくりを総合的かつ計画的
に推進している。本計画において、
生活習慣病を中心に全ての年代を
対象として「身体の健康づくり」、
「こころの健康づくり」、「健康を
支え守るための環境づくり」の３つ
の目標に沿って、健康寿命の延伸
に取り組んでいる。

答

健康寿命の延伸に向けた
取り組みについて

福祉・医療・保健

野島 進吾 議員

　後期高齢者医療制度は平成20年４月１日から始まり、
制度の運営は県内の全市町が加入する長崎県後期高齢
者医療広域連合が行っている。県内に住所を有する75歳
以上の方、または65歳以上75歳未満で一定の障害があ
る方が被保険者となる本制度の保険料が本年10月から
改正されるが、その詳細について尋ねる。

　制度創設時からの低所得者の保険料軽減
特例を廃止するものであり、本来は均等割額

７割軽減の方を特例措置で９割または8.5割軽減と
していたものを７割軽減に戻すものである。具体的
には、現行９割軽減の方の保険料は年額4,500円だ
が、平成31年度は9,100
円、32年度からは13,700
円となる。現行8.5割軽減
の方は年額6,800円だが、
平成31年度は同額、32年
度は10,300円、33年度か
らは13,700円となる。

答

後期高齢者医療制度の
保険料見直しについて

産業・経済・労働

水上　享 議員

　新工業団地造成工事は、関連工事費を含め約31億円
の巨費を投じて3月末に完成する。市長は、4月の分譲
開始と同時に完売を目指すとの答弁を繰り返していた
が、V・ファーレン長崎のサッカー練習場への転用を模索
している。市は、これまでの基本計画どおり1,000人の
雇用と3,000人の人口増加を図るため、企業誘致へ全
力を傾注すべきだ。

　Ｖ・ファーレン長崎の新練習拠点について、
本市としては黒丸町の総合運動公園の一部

を候補地として関心表明をしていた。しかし、ジャパ
ネットホールディングスとの協議を進める中で、新工
業団地を候補地に
絞り協議を継続す
ることになった。そ
の過程で市は、市
内の複数の土地を
候補地として提案
している。

答

新工業団地へは
優良企業を誘致すべきだ

教育・文化・スポーツ

小林 史政 議員

　ミライon図書館の完成を記念して、NHKの巡回ラジ
オ体操を新図書館駐車場にて開催し、その後に新図書
館の内覧会を行うとの説明があった。しかし、開催予定
日の８月16日は金曜日であるため、その後内覧会に行
きたくても、仕事などで行けない方が多いと考える。こ
の際、16日（金）から18日（日）までの３日間で内覧会を
開催すべきと考えるが、どうか。

　内覧会の開催日については、８月16日
（金）の巡回ラジオ体操当日や、８月17日

（土）・18日（日）、夏休
みの部分開館時も含め、
10月５日のオープンに支
障が出ないよう、県と協
議していきたい。

答

ミライon図書館の
内覧会について
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福祉・医療・保健

岩永 愼太郎 議員

　市内49の児童クラブの施設利用希望者の把握方
法と総定員数について尋ねる。クラブの中には、定
員オーバーにより、高学年生から退去児童になって
いる例がある。状況を調査し対応を講じるよう要望
する。また、国では放課後児童支援員の配置基準の
緩和が検討されているが、本市としてはどのように
考えているか。

　放課後児童クラブの利用希望者の把握につ
いては、各クラブに対し定期的に利用人数と

待機児童数の確認を行っており、49のクラブの総定
員数は1,972人である。ご指摘の退去児童の事例に
ついては把握しているが、場所及び支援員の確保等
の問題があり、現クラブの増設は難しいとも聞いて
いる。また、放課後児童支援員の配置については、児
童の安全を第一に考え、保育の質を低下させること
がないよう、現行基準を基本とした配置を考えてい
くべきと考える。

答

放課後児童クラブの
運営について古閑森 秀幸 議員

　児童虐待による死亡事件が発生し、繰り返されるこの
種の虐待事件については大変悲しいものがある。本市に
おける児童虐待の状況はどのようになっているのか。

　本市の児童虐待への対応件数は、平成29
年度で13件、平成28年度に比べて４件減少

している。内訳は、心理的虐待が６件、身体的虐待
が４件、保護の怠慢・拒否に当たるネグレクトが２
件、性的虐待が１件である。

答

福祉・医療・保健福祉・医療・保健

本市での児童虐待の状況
宮田 真美 議員

　生活困窮者の自立のためには、就労に向けた長期的で
丁寧な支援と家族への支援、そして就労後のフォローも
大切である。しかし本市では、生活困窮者自立支援制度
の任意事業である就労準備支援事業を実施しておらず、
就労に向けて心と体の準備を整えるための支援が手薄
になっている。市民に寄り添い、就労準備支援事業を実
施してほしい。

　就労準備支援事業については、生活習
慣の改善やコミュニケーション能力の向

上など就労に向けた重要な事業であると認識し
ている。平成31年
度中に課題を明確
にするため、関係機
関との協議を進め
ていきたい。

答

就労準備支援事業の
実施を求める

注2
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市政一般質問

福祉・医療・保健

岩永 愼太郎 議員

　市は市内全域を対象に新たな保育所の設置運営事
業者を募集しているが、施設として整っていればよい
というわけではなく、立地についても、保護者の送り
迎え時の利便性や保育の需要が大きい場所などを考
慮する必要があると考える。募集に当たっては、地域の
児童数などの事前調査の必要はないのか。

　保護者は、お住まいの地域や職場の近隣、
通勤の途中など、場所に関する希望や、施設

の安全性、保育方針への共感など、さまざまな理由
から入所させたい施設を選択していると考えられ
る。本市の場合、おおむね
移動30分圏内で地理的に
まとまりがあり、北地区、中
地区、南地区の圏域ごとの
児童数、施設定員数もほぼ
均等に配置されていること
などから、あまり偏在はな
いものと考えている。

答

保育施設の
整備計画について

福祉・医療・保健

野島 進吾 議員

　平成31年４月１日、旧浜屋ビルが愛称「プラットおおむ
ら」としてグランドオープンする。行政・医療・介護の連携
がより一層密になり、高齢者の暮らしを地域でサポート
するための拠点として健康維持への取り組みが推進さ
れることを期待する。県では健康寿命日本一を目指し取
り組みを強化しているが、本市の健康寿命の延伸に向け
た取り組み状況について尋ねる。

　本市では、健康増進法に基づき平成26年に
計画期間を10年間とする第２次健康おおむら

21計画を策定し、子どもから高齢者まで生涯にわた
る健康づくりを総合的かつ計画的
に推進している。本計画において、
生活習慣病を中心に全ての年代を
対象として「身体の健康づくり」、
「こころの健康づくり」、「健康を
支え守るための環境づくり」の３つ
の目標に沿って、健康寿命の延伸
に取り組んでいる。

答

健康寿命の延伸に向けた
取り組みについて

福祉・医療・保健

野島 進吾 議員

　後期高齢者医療制度は平成20年４月１日から始まり、
制度の運営は県内の全市町が加入する長崎県後期高齢
者医療広域連合が行っている。県内に住所を有する75歳
以上の方、または65歳以上75歳未満で一定の障害があ
る方が被保険者となる本制度の保険料が本年10月から
改正されるが、その詳細について尋ねる。

　制度創設時からの低所得者の保険料軽減
特例を廃止するものであり、本来は均等割額

７割軽減の方を特例措置で９割または8.5割軽減と
していたものを７割軽減に戻すものである。具体的
には、現行９割軽減の方の保険料は年額4,500円だ
が、平成31年度は9,100
円、32年度からは13,700
円となる。現行8.5割軽減
の方は年額6,800円だが、
平成31年度は同額、32年
度は10,300円、33年度か
らは13,700円となる。

答

後期高齢者医療制度の
保険料見直しについて

産業・経済・労働

水上　享 議員

　新工業団地造成工事は、関連工事費を含め約31億円
の巨費を投じて3月末に完成する。市長は、4月の分譲
開始と同時に完売を目指すとの答弁を繰り返していた
が、V・ファーレン長崎のサッカー練習場への転用を模索
している。市は、これまでの基本計画どおり1,000人の
雇用と3,000人の人口増加を図るため、企業誘致へ全
力を傾注すべきだ。

　Ｖ・ファーレン長崎の新練習拠点について、
本市としては黒丸町の総合運動公園の一部

を候補地として関心表明をしていた。しかし、ジャパ
ネットホールディングスとの協議を進める中で、新工
業団地を候補地に
絞り協議を継続す
ることになった。そ
の過程で市は、市
内の複数の土地を
候補地として提案
している。

答

新工業団地へは
優良企業を誘致すべきだ

教育・文化・スポーツ

小林 史政 議員

　ミライon図書館の完成を記念して、NHKの巡回ラジ
オ体操を新図書館駐車場にて開催し、その後に新図書
館の内覧会を行うとの説明があった。しかし、開催予定
日の８月16日は金曜日であるため、その後内覧会に行
きたくても、仕事などで行けない方が多いと考える。こ
の際、16日（金）から18日（日）までの３日間で内覧会を
開催すべきと考えるが、どうか。

　内覧会の開催日については、８月16日
（金）の巡回ラジオ体操当日や、８月17日

（土）・18日（日）、夏休
みの部分開館時も含め、
10月５日のオープンに支
障が出ないよう、県と協
議していきたい。

答

ミライon図書館の
内覧会について
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福祉・医療・保健

岩永 愼太郎 議員

　市内49の児童クラブの施設利用希望者の把握方
法と総定員数について尋ねる。クラブの中には、定
員オーバーにより、高学年生から退去児童になって
いる例がある。状況を調査し対応を講じるよう要望
する。また、国では放課後児童支援員の配置基準の
緩和が検討されているが、本市としてはどのように
考えているか。

　放課後児童クラブの利用希望者の把握につ
いては、各クラブに対し定期的に利用人数と

待機児童数の確認を行っており、49のクラブの総定
員数は1,972人である。ご指摘の退去児童の事例に
ついては把握しているが、場所及び支援員の確保等
の問題があり、現クラブの増設は難しいとも聞いて
いる。また、放課後児童支援員の配置については、児
童の安全を第一に考え、保育の質を低下させること
がないよう、現行基準を基本とした配置を考えてい
くべきと考える。

答

放課後児童クラブの
運営について古閑森 秀幸 議員

　児童虐待による死亡事件が発生し、繰り返されるこの
種の虐待事件については大変悲しいものがある。本市に
おける児童虐待の状況はどのようになっているのか。

　本市の児童虐待への対応件数は、平成29
年度で13件、平成28年度に比べて４件減少

している。内訳は、心理的虐待が６件、身体的虐待
が４件、保護の怠慢・拒否に当たるネグレクトが２
件、性的虐待が１件である。

答

福祉・医療・保健福祉・医療・保健

本市での児童虐待の状況
宮田 真美 議員

　生活困窮者の自立のためには、就労に向けた長期的で
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　就労準備支援事業については、生活習
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上など就労に向けた重要な事業であると認識し
ている。平成31年
度中に課題を明確
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答

就労準備支援事業の
実施を求める

注2
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市政一般質問

教育・文化・スポーツ

永尾 髙宣 議員

　竹松遺跡の発掘調査で平安から鎌倉時代にかけて存在
した肥前最大の建物の跡地が発見され、まさに大村の「歴
史」「誇り」「宝」であり、この遺跡を何らかの形で残すこ
とができないか。また、現地に名称板を設置し、スマート
フォンやタブレット端末などを使用し、デジタルコンテンツ
により当時の様子をビジュアル的に体感できないか。大村
市歴史資料館においても同様の展示ができないか。

　今回発掘された大型建物跡については、後世に
語り継ぐため、保存に適した土で遺跡の保護層を

設けて盛り土を行い、建物跡を壊さず残すとともに、その
歴史を分かりやすく伝えるため、写真パネルや説明文の
掲示などについて協議を行ってい
る。発掘調査の最終報告まで約２
年かかるが、報告書ができ次第、
企画展などの検討をしていきた
い。竹松遺跡のその他の出土品に
ついては、大村市歴史資料館にお
いて常設展示を予定している。

答

竹松遺跡の保存を目指して！

教育・文化・スポーツ

村崎 浩史 議員

　2022年4月から、18歳が新成人となる。2022年度、つ
まり2023年1月の成人式は、20歳、19歳、18歳の3学年
が成人式の対象となる。市教委としては、3学年をまとめ
て成人式を挙行する予定なのか。私としては、従来のと
おり「二十歳」を対象にした式典を行うことを提案する
が、どのように考えているか。

　成年年齢が18歳に引き下げられることに伴
う本市における成人式の対応については、ま

だ具体的な検討は行っていない。国においては、成人
式の時期や在り方などについて検討が進められてい
る。今後は、国の検討結果や他市の状況を注視しなが
ら関係部局と協議を行い、
なるべく早い時期に結論を
出したいと考えている。

答

2022年度の成人式の対応は？

教育・文化・スポーツ

中瀬 昭隆 議員

　日比谷の市政会館にある領土・主権展示館を訪問し
た。大正８年に尖閣諸島近海で中国の漁民が遭難した
際、中華民国駐長崎領事から救助した日本人へ贈られた
感謝状には「日本帝国沖縄県八重山郡尖閣列島」と明記
されていた。外国に対する姿勢には、灰色ではなく白黒
明白な理系的対応と自国を守れる防衛力が不可欠であ
る。また、英語教育の前に日本語教育の徹底が必要と考
えるが、市の見解について尋ねる。

　社会科の新学習指導要領では、主体的な
社会形成への参画や、資料をもとに社会的

事象を考察し表現するなどの課題解決的な学習の
充実を図ると改訂された。今まで以上に、世界の歴
史と関連づけながら主体的に歴史について学び、ひ
いては世界貢献を考える土台づくりとなると考え
る。また、国語科は全ての教科の根幹を成す教科で
あり、全学校がこのことを意識し、引き続き授業改
善に努め、能力の育成を図る。

答

歴史教育、母国語
日本語教育の重要性

都市整備

伊川 京子 議員

　黒丸町の総合運動公園は、当初計画では、総面積22.1
ｈａ、総事業費100億円、平成13年から平成40年まで３期
に分けての整備としていたが、事業が遅れ、事業期間の
延伸がなされている。第１期工事9.6haはもとより全体の
完成時期は全く見通せない。第１期工事の完成はいつに
なるのか。また、第２・３期の工事については内容の見直し
も必要になってくると思うが、市の見解を問う。

　第１期工事の完成時期については、明確に
は回答できないが、事業期間である平成33年

度内の完了を目指したい。第２・３期工事については、
運動公園として国の交付金を受ける基準である
15ha以上は整備が必要であり、また、運動公園とし
て22.1haを都市計画で定めているため、当初の計
画どおり第３期まで整備することとしているが、今後
の社会情勢や経済状況に応じ、市民や関係機関の意
見を踏まえ、慎重に検討していく。

答

延々と続く総合運動公園事業

山口 弘宣 議員

　市営岩舟住宅は、現在一部住宅を残し解体工事が実施
され、更地になっている。この岩舟住宅の外周道路は、劣
化がひどく、市道幅も狭く、緊急時の消防車、救急車も容
易に通行できないと考える。更地になっている現在こそ、
道路の拡幅も含めた道路改良工事を実施しておくべき
と考えるが、市の見解を尋ねる。

　岩舟住宅の外周道路である市道岩舟住宅１
号線の拡幅整備については、岩舟住宅解体後

の跡地の活用方針と併せて、今後検討していきたい。

答

市営岩舟住宅外周道路の
拡幅改良について山口 弘宣 議員

　市庁舎は、行政事務をつかさどるべきところであって、
外観上の奇抜な造りや大村市のシンボル的な造りに重点
を置くべきではないと思う。あくまでも、市民の利便性・
機能性・安全性に重点を置くべきである。外観は、周りの
景観を著しく損ねない程度のシンプルなデザインにする
べきであると思うが、市の見解を尋ねる。

　新庁舎建設基本設計業務委託のプロポーザル
審査委員会は、受託者からの提案内容に対し、建

設コストやランニングコストが高くなることが懸念され
るため、設計段階での十分な検討が必要であるとの意見
を付している。市としては、提案された庁舎のレイアウト
等をそのまま受け入れるのではなく、基本計画に掲げる
「経済性を考慮した庁
舎」などの基本方針を
踏まえ、受託者と協議を
重ねながら、基本設計を
策定していきたい。

答

市庁舎の外観は、
シンプルイズベストを貫け

いま

行財政・一般 都市整備

村上 信行 議員

　柴田地区新幹線対策協議会への工事説明会に同席し、
そのお粗末さには驚いた。事前に市長宛てに提出されて
いた要望書に対し、１カ月近くも回答がないとのことで、
排水路の設計ミスも直ちに正すとの説明もない。周辺住
民の生活安全を鉄道・運輸機構と一緒に守るべきであ
る。また、木場トンネル工事に伴い、一日5,000トンの湧
水が発生し、内田川に放流されている。この地下水を利
活用して木場・三城地区の地下水の枯渇対策を行うべき
である。

　説明会の中で、説明不足の点があったこと
については、心からお詫び申し上げる。不足し

ている内容については、改めて説明をする。また、地
下水の枯渇対策については、現在トンネル工事施工
中であるため、今後、鉄道・運輸機構と協議をしながら
工事が全て完了した段階で、最も効果的な対策を講
じていきたい。

答

都市整備

新幹線工事で
住民生活を守れ

行財政・一般

伊川 京子 議員

　ボートの収益による基金から新幹線新大村駅（仮称）
周辺整備事業に約７億円を充てる予算が計上されている
が、新駅前周辺は民間に売却する計画であり、基金から
出すのはおかしい。民間に売却して得たお金は基金に戻
すのか。貴重な財源であるボートからの繰り入れは、教
育文化施設など形の残るものに使ってほしいという要望
があり、基金が設置された。市の見解を問う。

　基金の使途については、ハード整備事業に
要する財源に限定しており、条例上の定めは

ないが、できる限り福祉や子ども関連事業を優先す
ることとしている。それ以外の公共施設についても、
その時々の財政状況などに応じて活用する。新幹線
新大村駅（仮称）の周辺整備事業は現在計画を進め
ているが、全てを民間へ売却するのではなく、公共施
設や道路、公園等の整備も含まれる。民間への売却
で収支がプラスとなった場合は同基金以外の財政調
整等４基金への積み立てを検討したい。

答

モーターボート競走事業
収益基金活用について
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市政一般質問
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により当時の様子をビジュアル的に体感できないか。大村
市歴史資料館においても同様の展示ができないか。

　今回発掘された大型建物跡については、後世に
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教育・文化・スポーツ
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が、どのように考えているか。
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だ具体的な検討は行っていない。国においては、成人
式の時期や在り方などについて検討が進められてい
る。今後は、国の検討結果や他市の状況を注視しなが
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いま
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市政一般質問

行財政・一般

古閑森 秀幸 議員

　選挙公報については、現在、町内会長の協力を得て配
布しているが、町内会によっては世帯数も多く、町内会
未加入世帯も含む全世帯への配布は大変な時間と労力
を要し、負担が大きい。配布方法について見直しをする
必要があると思われるが、他の配布方法についての検討
状況を尋ねる。

　選挙公報については、これまで町内会長や
行政委員の方々に配布をお願いしていたが、今

後は新聞折り込みで配布する。なお、新聞を購読され
ていない方への補完措置として、各地区の出張所や市
の主要施設に選挙公報を設置したり、インターネット
で閲覧できるようにする。また、この補完措置につい
ては、市のホームページやＳＮＳに掲載し、周知したい
と考えている。

答

選挙公報の配布について

行財政・一般

小林 史政 議員

　今回の新工業団地へのV・ファーレン長崎の練習場誘
致は、大村市がスポーツを生かした街としての新しいイ
メージをつくり、将来の発展に大きく貢献できる唯一の
チャンスではないかと考える。新工業団地における経済
波及効果の見込みを上回る効果が大村にもたらされる
と判断されたら、市民の理解を得た上でぜひとも誘致す
べきと考えるが、どうか。

　ジャパネット側の提案が、工業団地整備
の本来の目的である雇用確保や定住促進

などにどれだけつながっていくか慎重に検討する
必要がある。また、提案にはスポーツを生かした地
域活性化が掲げられており、この実現性や影響
額、目に見えない効果がどれほどあるのか大きく
期待している。しかし、ここは工業団地として県と
共に整備を進めてきているため、県との慎重な協
議が必要である。

答

V・ファーレン長崎と
新工業団地について

行財政・一般

永尾 髙宣 議員

　基本設計業者が決まり、庁舎建設に向け着々と進んで
いるようであるが、建設場所はボート第５駐車場で変わり
はないか。また、国の財政支援制度の内容が一部変更さ
れたことにより、市が受けることができる交付税措置額
は基本計画で示している約4.6億円からいくらに変わる
のか。また、各出張所の「機能強化」を進め、安全で市民
に親しまれ、利用しやすいサービス向上につながる庁舎
を目指していただきたい。

　建設場所については、ボート第５駐車場で
の建設を進めていく。また、交付税措置額は

基本計画策定時の約4.6億円から７億円増の約11.6
億円を見込んでいる。市民サービスについては、現
在、ＩＣＴを活用した行政サービス機能の充実など、ＩＣ
Ｔ活用支援業務を進めており、マイナンバーカードを
活用した電子申請などにより、市民が来庁すること
なく用件を済ませることができる方法を基本設計に
併せて検討する。

答

開かれた新庁舎を
目指して！！

行財政・一般

城 幸太郎 議員

　本年11月にローマ法王フランシスコの来崎が確実に
なった。一昨年バチカンに出向き、法王に直接「天正４少
年のまちから来ました。ぜひ長崎にお越しください。」と
申し上げたのは園田市長である。大村を素通りされるの
は大変残念なので「郡崩れ」の「放虎原殉教地」に立ち
寄り、殉教者にお祈りを捧げていただけるよう全力で取
り組んでほしい。

　天正遣欧少年使節のまちである本市は、布
教の始まりの地であり、郡崩れの放虎原殉教

地は、殉教・潜伏の始まりの地であるということから
も、来崎の最初と最後をぜひ大村市にお立ち寄りい
ただきたいという強い意思を持っている。一昨年の
バチカン訪問の際にお力添えいただいた中村バチカ
ン大使をはじめ、長崎大司教等々と連携をとりなが
ら、しっかりと11月まで頑張っていきたい。

答

ローマ法王フランシスコの
来崎について

行財政・一般

山北 正久 議員

　新市庁舎の建設場所の選定の在り方に大きな問題が
ある。現在、市が予定している建設場所はボート場の隣
であり、開催日はもとより平日でも市内で最も慢性的な
交通渋滞地域である。多くの市民が高速インターから長
崎空港路線地域の西大村地区への建設場所の変更を求
めている。市民に選択権を与え、「住民投票」で決定する
べきだ。

　新庁舎の建設については、一昨年の４月に市
民との意見交換会、昨年の５月に基本計画案の

市民説明会を行った。その後、市民の代表である議会
の議決をもって、ボート第５駐車場を建設
計画地とする基本計画関連予算が可決
された。現在、基本設計に着手している
ため、住民投票をする考えはない。

答

新市庁舎の建設場所に
反対！住民投票で

行財政・一般

城 幸太郎 議員

　練習場拠点の候補地を新工業団地に絞り協議を継続
し、３月上旬に一定の方向性を示すと新聞に掲載された
が、V・ファーレン長崎、ホームタウン大村の両者にとって
黒丸の総合運動公園での建設が有益的、効率的だと考え
る。また、新工業団地は４月の分譲開始を待ちわびている
企業が優先交渉権を持っていることを考えても、３月上
旬に方向性を出してはいけないと考えるが、市の見解を
尋ねる。

　ジャパネットホールディングスや県との協
議を行い、最終判断に至ることとなる。議会か

らは、企業誘致のための新工業団地整備であるから
練習場を誘致するのは違うのではないかという声
や、一方では、練習場誘致は千載一遇のチャンスだと
いう声もある。何とか両方できないのか知恵を絞り、
慎重かつ丁寧に、スピードを持って、しっかりと協議
を重ねていきたい。

答

V・ファーレン長崎の
練習場協議について

行財政・一般

村崎 浩史 議員

　V・ファーレン長崎の練習場が大村市に整備されること
は大歓迎であるが、新工業団地が候補地になっているの
はおかしい。新工業団地を候補地として協議に至った経
過について説明を求める。また、最終的な結論はいつま
でに出すのか。新工業団地以外の場所を候補地とし、
じっくり時間をかけて交渉をするべきではないか。

　昨年12月のV・ファーレン長崎の新練習拠
点公募への関心表明後、黒丸町の総合運動公

園を候補地として提示し協議を進めてきたが、２月
24日の会談の結果、候補地から総合運動公園を除外
し、新工業団地に絞り協議を継続することとなった。
最終的な結論を出す時期については、３月上旬、中旬
としていたが、県とも協議を行う必要があるため、現
時点では３月中には回答を出せないと考えている。

答

V・ファーレン長崎の練習場は
新工業団地以外で

注3 注4

行財政・一般

廣瀬 政和 議員

　林業は、災害防止の国土保全や水資源の涵養、自然環
境の保持など多面的な機能を持つ、大変重要な産業であ
る。平成19年に「ながさき森林環境税」が創設されたが、
当市における活用状況と実績はどのようになっている
か。また、長崎南部森林組合から、地元大村で生産され
た木材の公共施設等への活用についての要望が出され
ているが、新市庁舎への活用について尋ねる。

　ながさき森林環境税を活用した事業は、小
学生を対象とした森林学習や林業体験、ＮＰ

Ｏ法人による里山塾の実施、私立保育園への木製
机・椅子の導入のほか、長崎南部森林組合が実施し
た未利用材搬出支援事業などがある。新庁舎への
木材の活用については、新庁舎建設基本計画にお
いて内装材等に地元産木材を活用することを明記
しており、基本設計業務の受託者からも地元産木材
を活用した提案を受けているため、基本設計の中で
しっかり検討する。

答

新市庁舎に
地元大村産木材の活用を
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市政一般質問

行財政・一般

古閑森 秀幸 議員

　選挙公報については、現在、町内会長の協力を得て配
布しているが、町内会によっては世帯数も多く、町内会
未加入世帯も含む全世帯への配布は大変な時間と労力
を要し、負担が大きい。配布方法について見直しをする
必要があると思われるが、他の配布方法についての検討
状況を尋ねる。

　選挙公報については、これまで町内会長や
行政委員の方々に配布をお願いしていたが、今

後は新聞折り込みで配布する。なお、新聞を購読され
ていない方への補完措置として、各地区の出張所や市
の主要施設に選挙公報を設置したり、インターネット
で閲覧できるようにする。また、この補完措置につい
ては、市のホームページやＳＮＳに掲載し、周知したい
と考えている。

答

選挙公報の配布について

行財政・一般

小林 史政 議員

　今回の新工業団地へのV・ファーレン長崎の練習場誘
致は、大村市がスポーツを生かした街としての新しいイ
メージをつくり、将来の発展に大きく貢献できる唯一の
チャンスではないかと考える。新工業団地における経済
波及効果の見込みを上回る効果が大村にもたらされる
と判断されたら、市民の理解を得た上でぜひとも誘致す
べきと考えるが、どうか。

　ジャパネット側の提案が、工業団地整備
の本来の目的である雇用確保や定住促進

などにどれだけつながっていくか慎重に検討する
必要がある。また、提案にはスポーツを生かした地
域活性化が掲げられており、この実現性や影響
額、目に見えない効果がどれほどあるのか大きく
期待している。しかし、ここは工業団地として県と
共に整備を進めてきているため、県との慎重な協
議が必要である。

答

V・ファーレン長崎と
新工業団地について

行財政・一般

永尾 髙宣 議員

　基本設計業者が決まり、庁舎建設に向け着々と進んで
いるようであるが、建設場所はボート第５駐車場で変わり
はないか。また、国の財政支援制度の内容が一部変更さ
れたことにより、市が受けることができる交付税措置額
は基本計画で示している約4.6億円からいくらに変わる
のか。また、各出張所の「機能強化」を進め、安全で市民
に親しまれ、利用しやすいサービス向上につながる庁舎
を目指していただきたい。

　建設場所については、ボート第５駐車場で
の建設を進めていく。また、交付税措置額は

基本計画策定時の約4.6億円から７億円増の約11.6
億円を見込んでいる。市民サービスについては、現
在、ＩＣＴを活用した行政サービス機能の充実など、ＩＣ
Ｔ活用支援業務を進めており、マイナンバーカードを
活用した電子申請などにより、市民が来庁すること
なく用件を済ませることができる方法を基本設計に
併せて検討する。

答

開かれた新庁舎を
目指して！！

行財政・一般

城 幸太郎 議員

　本年11月にローマ法王フランシスコの来崎が確実に
なった。一昨年バチカンに出向き、法王に直接「天正４少
年のまちから来ました。ぜひ長崎にお越しください。」と
申し上げたのは園田市長である。大村を素通りされるの
は大変残念なので「郡崩れ」の「放虎原殉教地」に立ち
寄り、殉教者にお祈りを捧げていただけるよう全力で取
り組んでほしい。

　天正遣欧少年使節のまちである本市は、布
教の始まりの地であり、郡崩れの放虎原殉教

地は、殉教・潜伏の始まりの地であるということから
も、来崎の最初と最後をぜひ大村市にお立ち寄りい
ただきたいという強い意思を持っている。一昨年の
バチカン訪問の際にお力添えいただいた中村バチカ
ン大使をはじめ、長崎大司教等々と連携をとりなが
ら、しっかりと11月まで頑張っていきたい。

答

ローマ法王フランシスコの
来崎について

行財政・一般

山北 正久 議員

　新市庁舎の建設場所の選定の在り方に大きな問題が
ある。現在、市が予定している建設場所はボート場の隣
であり、開催日はもとより平日でも市内で最も慢性的な
交通渋滞地域である。多くの市民が高速インターから長
崎空港路線地域の西大村地区への建設場所の変更を求
めている。市民に選択権を与え、「住民投票」で決定する
べきだ。

　新庁舎の建設については、一昨年の４月に市
民との意見交換会、昨年の５月に基本計画案の

市民説明会を行った。その後、市民の代表である議会
の議決をもって、ボート第５駐車場を建設
計画地とする基本計画関連予算が可決
された。現在、基本設計に着手している
ため、住民投票をする考えはない。

答

新市庁舎の建設場所に
反対！住民投票で

行財政・一般

城 幸太郎 議員

　練習場拠点の候補地を新工業団地に絞り協議を継続
し、３月上旬に一定の方向性を示すと新聞に掲載された
が、V・ファーレン長崎、ホームタウン大村の両者にとって
黒丸の総合運動公園での建設が有益的、効率的だと考え
る。また、新工業団地は４月の分譲開始を待ちわびている
企業が優先交渉権を持っていることを考えても、３月上
旬に方向性を出してはいけないと考えるが、市の見解を
尋ねる。

　ジャパネットホールディングスや県との協
議を行い、最終判断に至ることとなる。議会か

らは、企業誘致のための新工業団地整備であるから
練習場を誘致するのは違うのではないかという声
や、一方では、練習場誘致は千載一遇のチャンスだと
いう声もある。何とか両方できないのか知恵を絞り、
慎重かつ丁寧に、スピードを持って、しっかりと協議
を重ねていきたい。

答

V・ファーレン長崎の
練習場協議について

行財政・一般

村崎 浩史 議員

　V・ファーレン長崎の練習場が大村市に整備されること
は大歓迎であるが、新工業団地が候補地になっているの
はおかしい。新工業団地を候補地として協議に至った経
過について説明を求める。また、最終的な結論はいつま
でに出すのか。新工業団地以外の場所を候補地とし、
じっくり時間をかけて交渉をするべきではないか。

　昨年12月のV・ファーレン長崎の新練習拠
点公募への関心表明後、黒丸町の総合運動公

園を候補地として提示し協議を進めてきたが、２月
24日の会談の結果、候補地から総合運動公園を除外
し、新工業団地に絞り協議を継続することとなった。
最終的な結論を出す時期については、３月上旬、中旬
としていたが、県とも協議を行う必要があるため、現
時点では３月中には回答を出せないと考えている。

答

V・ファーレン長崎の練習場は
新工業団地以外で

注3 注4

行財政・一般

廣瀬 政和 議員

　林業は、災害防止の国土保全や水資源の涵養、自然環
境の保持など多面的な機能を持つ、大変重要な産業であ
る。平成19年に「ながさき森林環境税」が創設されたが、
当市における活用状況と実績はどのようになっている
か。また、長崎南部森林組合から、地元大村で生産され
た木材の公共施設等への活用についての要望が出され
ているが、新市庁舎への活用について尋ねる。

　ながさき森林環境税を活用した事業は、小
学生を対象とした森林学習や林業体験、ＮＰ

Ｏ法人による里山塾の実施、私立保育園への木製
机・椅子の導入のほか、長崎南部森林組合が実施し
た未利用材搬出支援事業などがある。新庁舎への
木材の活用については、新庁舎建設基本計画にお
いて内装材等に地元産木材を活用することを明記
しており、基本設計業務の受託者からも地元産木材
を活用した提案を受けているため、基本設計の中で
しっかり検討する。

答

新市庁舎に
地元大村産木材の活用を
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市政一般質問

行財政・一般

神近　寛 議員

　検討委員会設置要綱には「基本構想案の策定」が明記
されているが、市はその仕事をすっぽかした。あり得な
い話である。構想の中に位置づけるべき場所の選定にお
いては、市内部の都合により選定項目が二転三転した揚
げ句にボート第５駐車場となったが、選定項目の安全性・
利便性・まちづくり・早期性・経済性のうち他候補地に勝
る項目があるのか。

　本市では、できるだけ早期の新庁舎完成を
目指し、基本構想を盛り込んだ形で基本計画

を策定した。建設場所の選定については、安全性、利
便性、経済性、早期実現性の観点から市内６カ所に絞
り込んだ。さらに熊本地震もあり、来庁される市民、
職員の人命を守ることを第一に、新たな用地取得等
が不要で、国からの財政支援を最大限に活用できる
現地周辺のボート第５駐車場を選定した。

答

目に余る！
市庁舎建設検討委員会の手抜き仕事

行財政・一般

朝長 英美 議員

　現在、県や各市町村でも、人口減少対策に力を入れて
いる。本市におけるＵ・Ｉターンの実績と、実際に本市へ転
入したところ、勤め先がない、交通が不便であるなどの
理由で転出した世帯数は何件か。また、人口減少対策に
は子育てしやすい環境づくりが必要と考える。森園公園
や総合運動公園に児童公園にあるような遊具を設置し
てはどうか。

　県または市の移住相談窓口を通してのＵ・Ｉ
ターンの件数は、平成28年度６件、平成29年

度７件、平成30年度１月末現在で13件であり、転入後
の転出状況については、把握していない。また、森園
公園への遊具の設置については、現在、再整備計画
が凍結状態であるため、財政状況等により実現が可
能となった際に検討したい。総合運動公園について
は、テニスコートやソフトボール場の整備後、遊具の
ある「冒険広場」を整備する計画である。

答

人口減少対策について

各議員が通告した質問項目は以下のとおりです。

○山口　弘宣
給食の食事時間／釜川内の旧最終処分場跡地の活用策／旧
体育館跡地の管理／農福連携の取り組み／新市庁舎建設の
基本設計（案）／他

○宮田　真美
学校サポーター事業／地域公共交通確保維持改善事業の概
要／高齢者タクシー券の支給／就労準備支援事業の実施／
国保税の引き下げ・子どもの均等割の減免・法定外の繰り入
れ／他

○伊川　京子
施政方針／大村市子育て世代包括支援センター／３世代同
居・近居促進事業／市庁舎建設事業／ミライon図書館の開
館に向けて／他

○小林　史政
ミライon図書館／子ども医療費／V・ファーレン長崎の練習
拠点誘致と新工業団地／市民会館の今後／武道館の新築建て
替え／喫煙と受動喫煙の健康被害／障害児を抱える保護者
の支援センター／他

○古閑森　秀幸
還暦式の本市における開催／大村公園内の遊歩道の整備／
都市計画道路（古賀島沖田線）／２学期制から３学期制への移
行についての保護者への説明状況／他

○永尾　髙宣
外浦小路地区「消波ブロック」の早い完成／新工業団地企業
誘致完売実現／Ｖ・ファーレンの練習拠点は市運動公園／大
村市の公園等の環境整備／出生率の上昇／ボート場周辺環
境整備／他

○城　幸太郎
中心市街地複合ビル（プラットおおむら）の１階の入居状況／
３核１モールに対応する駐車場／キリシタン史跡整備／三城
城址整備／郷土史教育／ミニ・ロゲイニング大会の再開／グ
リーン・ツーリズム事業予算／他

○山北　正久
新庁舎の場所選択は住民投票／児童虐待対策／自転車保険
の義務化／がん登録／医療的ケア児対策／産後うつ・ケア対
策／70歳継続雇用問題／水道施設の耐震化率／奨学金返済
支援制度／就職内定率／他

○廣瀬　政和
国の幼児保育・教育無償化／新工業団地、中央商店街の活性
化／児童虐待防止、小中学校３学期制への移行、小中連携教
育／市道白鳥橋～惣原信号機区間・小川内～専念寺下区間の
整備／他

○岩永　愼太郎
まち・ひと・しごと創生総合戦略のこれまで４カ年の取り組み
とその効果／高齢者福祉政策の取り組み／子育て支援プラ
ンにおける待機児童問題ならびに学童クラブ運営／他

○村崎　浩史
中学校制服のスカート・ズボンの選択式導入／10連休の行政
対応／スーパーシティ・地方創生／ボート事業収益基金の活
用／他

○村上　信行
本年開始される幼・保の保育無料化に伴う施設の受け皿対策
で待機児童解消／木場インターバス停へのスロープ設置を
宣伝し利用促進・下りバス停の改良／他

○水上　享
市庁舎建設／人口を増加させる施策／サッカー練習場より
新工業団地への企業誘致／出張所整備改修／特色ある教育
活動推進／宮小路の新駅建設に伴う発掘遺跡の保存／モー
ターボート競走事業会計／他

○朝長　英美
人口減対策／Ｕターン・Ｉターン、児童公園／ハザードマップ／
小規模多機能自治／教職員のパワハラ・セクハラ／虐待／小
中学生の携帯電話所持／他

○野島　進吾
中心市街地活性化の今後／健康寿命延伸やアドバンスケア
プランニングの取り組み／後期高齢者医療制度保険料の改
正／虐待防止策／今後の広報活動／保育無償化実施／戸別
収集ステーション化の状況／他

○神近　寛
清掃審議会委員の先進地視察予算の確保／旧耐震基準の全
ての出張所は耐震診断が必要／市庁舎基本設計プロポーザ
ル審査委員８名中５名が市の職員である理由／ボート第５駐
車場は本当にタダなのか／他

○中瀬　昭隆
町内会入会促進／ローマ法王の大村訪問／竹松・富の原線
道路完成／情報教育／子ども条例／創造的能力育成／児童
幼児虐待／学校でのいじめ／徳育教育／一次産業を一大産
業へ／産業支援センター／他

　３月定例会の本会議には、147名の市民の皆様に傍聴し
ていただき、大変感謝申し上げます。
　今後も、市政発展のために全力で取り組んでまいりま
すので、よろしくお願いします。　
　本会議・委員会はどなたでも傍聴することができます。
市民の皆様から選ばれた市議会議員の活動や市政の方針
などを直接確かめることができる最も身近な方法です。
　事前の申し込みは必要ありませんので、お気軽にお越
しください。

～ 本会議・委員会の傍聴にお越しください ～

令和元年６月定例会の予定

２日（火）10時
　　本会議（議案審議）

　※定例会の予定（日時等）は
　　変更となる場合があります。
　※６月７日（金）の議会運営委
　　員会で決定します。

13日（木）10時
  本会議（議案審議）

17日（月）～21日（金）10時
  本会議（市政一般質問）

24日（月）・25日（火）10時
  委員会（議案審査）

26（水）13時
  委員会（議案審査）

６月 ７月
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注5

村上 信行 議員

　市長は、昨年７月に新庁舎建設基本計画を発表した
が、まだ市民には理解されていない。実施設計の予算は
いつ議会へ提案するのか。また、国の財政支援制度、市
町村役場機能緊急保全事業に経過措置が設けられ、平成
32年度中に実施設計に着手すると、33年度以降も引き
続き国の支援を受けることができるという内容であった
が、今後のスケジュールに変更はないのか。

　今後のスケジュールとしては、本年６月に基
本設計の素案についての市民との意見交換

会を開催し、そこでの意見を踏まえ、９月までに基本
設計の策定を完了させたい。その後、本年11月か12
月に実施設計の予算を議会へ上程する考えである。
国の財政支援制度に経過措置が設けられたが、来庁
する市民や職員の人命を守り、防災拠点としての機
能を早期に実現することが重要であるため、現時点
では基本計画で示しているとおり32年度中に工事に
着工したいと考えている。

答

行財政・一般

庁舎建設の計画決定は
選挙後
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市政一般質問

行財政・一般

神近　寛 議員

　検討委員会設置要綱には「基本構想案の策定」が明記
されているが、市はその仕事をすっぽかした。あり得な
い話である。構想の中に位置づけるべき場所の選定にお
いては、市内部の都合により選定項目が二転三転した揚
げ句にボート第５駐車場となったが、選定項目の安全性・
利便性・まちづくり・早期性・経済性のうち他候補地に勝
る項目があるのか。

　本市では、できるだけ早期の新庁舎完成を
目指し、基本構想を盛り込んだ形で基本計画

を策定した。建設場所の選定については、安全性、利
便性、経済性、早期実現性の観点から市内６カ所に絞
り込んだ。さらに熊本地震もあり、来庁される市民、
職員の人命を守ることを第一に、新たな用地取得等
が不要で、国からの財政支援を最大限に活用できる
現地周辺のボート第５駐車場を選定した。

答

目に余る！
市庁舎建設検討委員会の手抜き仕事

行財政・一般

朝長 英美 議員

　現在、県や各市町村でも、人口減少対策に力を入れて
いる。本市におけるＵ・Ｉターンの実績と、実際に本市へ転
入したところ、勤め先がない、交通が不便であるなどの
理由で転出した世帯数は何件か。また、人口減少対策に
は子育てしやすい環境づくりが必要と考える。森園公園
や総合運動公園に児童公園にあるような遊具を設置し
てはどうか。

　県または市の移住相談窓口を通してのＵ・Ｉ
ターンの件数は、平成28年度６件、平成29年

度７件、平成30年度１月末現在で13件であり、転入後
の転出状況については、把握していない。また、森園
公園への遊具の設置については、現在、再整備計画
が凍結状態であるため、財政状況等により実現が可
能となった際に検討したい。総合運動公園について
は、テニスコートやソフトボール場の整備後、遊具の
ある「冒険広場」を整備する計画である。

答

人口減少対策について

各議員が通告した質問項目は以下のとおりです。

○山口　弘宣
給食の食事時間／釜川内の旧最終処分場跡地の活用策／旧
体育館跡地の管理／農福連携の取り組み／新市庁舎建設の
基本設計（案）／他

○宮田　真美
学校サポーター事業／地域公共交通確保維持改善事業の概
要／高齢者タクシー券の支給／就労準備支援事業の実施／
国保税の引き下げ・子どもの均等割の減免・法定外の繰り入
れ／他

○伊川　京子
施政方針／大村市子育て世代包括支援センター／３世代同
居・近居促進事業／市庁舎建設事業／ミライon図書館の開
館に向けて／他

○小林　史政
ミライon図書館／子ども医療費／V・ファーレン長崎の練習
拠点誘致と新工業団地／市民会館の今後／武道館の新築建て
替え／喫煙と受動喫煙の健康被害／障害児を抱える保護者
の支援センター／他

○古閑森　秀幸
還暦式の本市における開催／大村公園内の遊歩道の整備／
都市計画道路（古賀島沖田線）／２学期制から３学期制への移
行についての保護者への説明状況／他

○永尾　髙宣
外浦小路地区「消波ブロック」の早い完成／新工業団地企業
誘致完売実現／Ｖ・ファーレンの練習拠点は市運動公園／大
村市の公園等の環境整備／出生率の上昇／ボート場周辺環
境整備／他

○城　幸太郎
中心市街地複合ビル（プラットおおむら）の１階の入居状況／
３核１モールに対応する駐車場／キリシタン史跡整備／三城
城址整備／郷土史教育／ミニ・ロゲイニング大会の再開／グ
リーン・ツーリズム事業予算／他

○山北　正久
新庁舎の場所選択は住民投票／児童虐待対策／自転車保険
の義務化／がん登録／医療的ケア児対策／産後うつ・ケア対
策／70歳継続雇用問題／水道施設の耐震化率／奨学金返済
支援制度／就職内定率／他

○廣瀬　政和
国の幼児保育・教育無償化／新工業団地、中央商店街の活性
化／児童虐待防止、小中学校３学期制への移行、小中連携教
育／市道白鳥橋～惣原信号機区間・小川内～専念寺下区間の
整備／他

○岩永　愼太郎
まち・ひと・しごと創生総合戦略のこれまで４カ年の取り組み
とその効果／高齢者福祉政策の取り組み／子育て支援プラ
ンにおける待機児童問題ならびに学童クラブ運営／他

○村崎　浩史
中学校制服のスカート・ズボンの選択式導入／10連休の行政
対応／スーパーシティ・地方創生／ボート事業収益基金の活
用／他

○村上　信行
本年開始される幼・保の保育無料化に伴う施設の受け皿対策
で待機児童解消／木場インターバス停へのスロープ設置を
宣伝し利用促進・下りバス停の改良／他

○水上　享
市庁舎建設／人口を増加させる施策／サッカー練習場より
新工業団地への企業誘致／出張所整備改修／特色ある教育
活動推進／宮小路の新駅建設に伴う発掘遺跡の保存／モー
ターボート競走事業会計／他

○朝長　英美
人口減対策／Ｕターン・Ｉターン、児童公園／ハザードマップ／
小規模多機能自治／教職員のパワハラ・セクハラ／虐待／小
中学生の携帯電話所持／他

○野島　進吾
中心市街地活性化の今後／健康寿命延伸やアドバンスケア
プランニングの取り組み／後期高齢者医療制度保険料の改
正／虐待防止策／今後の広報活動／保育無償化実施／戸別
収集ステーション化の状況／他

○神近　寛
清掃審議会委員の先進地視察予算の確保／旧耐震基準の全
ての出張所は耐震診断が必要／市庁舎基本設計プロポーザ
ル審査委員８名中５名が市の職員である理由／ボート第５駐
車場は本当にタダなのか／他

○中瀬　昭隆
町内会入会促進／ローマ法王の大村訪問／竹松・富の原線
道路完成／情報教育／子ども条例／創造的能力育成／児童
幼児虐待／学校でのいじめ／徳育教育／一次産業を一大産
業へ／産業支援センター／他

　３月定例会の本会議には、147名の市民の皆様に傍聴し
ていただき、大変感謝申し上げます。
　今後も、市政発展のために全力で取り組んでまいりま
すので、よろしくお願いします。　
　本会議・委員会はどなたでも傍聴することができます。
市民の皆様から選ばれた市議会議員の活動や市政の方針
などを直接確かめることができる最も身近な方法です。
　事前の申し込みは必要ありませんので、お気軽にお越
しください。

～ 本会議・委員会の傍聴にお越しください ～

令和元年６月定例会の予定

２日（火）10時
　　本会議（議案審議）

　※定例会の予定（日時等）は
　　変更となる場合があります。
　※６月７日（金）の議会運営委
　　員会で決定します。

13日（木）10時
  本会議（議案審議）

17日（月）～21日（金）10時
  本会議（市政一般質問）

24日（月）・25日（火）10時
  委員会（議案審査）

26（水）13時
  委員会（議案審査）

６月 ７月
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注5

村上 信行 議員

　市長は、昨年７月に新庁舎建設基本計画を発表した
が、まだ市民には理解されていない。実施設計の予算は
いつ議会へ提案するのか。また、国の財政支援制度、市
町村役場機能緊急保全事業に経過措置が設けられ、平成
32年度中に実施設計に着手すると、33年度以降も引き
続き国の支援を受けることができるという内容であった
が、今後のスケジュールに変更はないのか。

　今後のスケジュールとしては、本年６月に基
本設計の素案についての市民との意見交換

会を開催し、そこでの意見を踏まえ、９月までに基本
設計の策定を完了させたい。その後、本年11月か12
月に実施設計の予算を議会へ上程する考えである。
国の財政支援制度に経過措置が設けられたが、来庁
する市民や職員の人命を守り、防災拠点としての機
能を早期に実現することが重要であるため、現時点
では基本計画で示しているとおり32年度中に工事に
着工したいと考えている。

答

行財政・一般

庁舎建設の計画決定は
選挙後
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◉市政一般質問 17名の議員が登壇し、新庁舎建設などについて議論
◉平成31年度一般会計予算を可決

表紙の写真は、大村公園（二重馬場）の桜並木です。

大村市議会では、本市の特色ある事業や取り組みについて、全国各地の議会からの行政視察の受入れを行っています。2

月から4月までの受入れ状況は、下記のとおりです。（平成31年4月30日現在）

※紙面上の年号表記について

本紙は、新元号公表以前の平成31年３月定例会に
おける発言を基に編集しているため、令和元年
（2019年）５月以降の年号についても、「平成」のま
まで表記しています。あらかじめご了承願います。

ＹｏｕＴｕｂｅで本会議の模様を視聴できます！
ＹｏｕＴｕｂｅによる視聴はこちらから→

＊人数は、議員、理事者、議会事務局随行も含む

三浦議長（写真左端）は、関係者とともに、
国土交通省の池田道路局長に要望書を手渡しました。

月日 議会名 委員会・会派名 人数 内容

●産業支援センター運営事業と創業塾について

●救急車への医師同乗システム（ＥＭＴＡＣ）について

●不登校対策について

2月4日、5日

4月17日

千葉県
松戸市議会

三重県
津市議会

まつど自民

至誠会、津市民の会

８人

２人

３月議会での注目すべき点は、新市庁舎建設とＶ・ファーレン長崎との交渉であると思われる。特に、

Ｖ・ファーレン長崎の練習場を大村市に造るべきなのか否かについては、一般質問においても熱い議論が交わさ

れた。千載一遇のチャンスなのか、無謀な取り組みなのか。議員の意見も、２つに大きく分かれているように思え

るが、果たして、どのような結末を迎えることになるのか、どのような決断を下すことになるのか。いずれにして

も、大村市の将来に関わる重要な問題であると思われるので、市民の皆さまにも注視いただき、それぞれの率直

な意見をお寄せいただくよう切にお願い申し上げます。（山口 弘宣）

この広報紙は、
植物油インキを
使用しています。

岩永 愼太郎　　　　　　井上 潤一

神近 寛　野島 進吾　宮田 真美　城 幸太郎　水上 享　山口 弘宣

委員長

委員

副委員長

市政一般質問や定例会の内容など、もっと詳しく知りたい方は

大村市議会のホームページをご覧ください。
編集・発行 大村市議会
大村市玖島1丁目25番地

TEL.0957-52-3828大村市議会 検索

編集後記

国道34号大村諫早拡幅の整備促進に向けた
要望活動を行いました

平成31年２月15日（金）、三浦議長は、園田市長ほか関係者とともに、国土交

通省及び地元選出国会議員に対して、国道34号大村諫早拡幅の整備促進に向

けた予算確保を求める要望活動を行いました。

他の議会からの行政視察受入れ一覧

12月

3月

9月

6月今回の定例会は

Omura City 
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